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はじめに 

 

 本調査研究は，海事保全向上のために，人・物の輸送手段である船舶，積荷特性によりもたら

される環境影響および労働者の安全に係わる 3 つのテーマを実施することで，船舶および海上輸

送の総合的な防火安全の向上に貢献することを目的とする。 

 船舶テーマとしては，船舶特有の動揺・傾斜を受け火源位置の時間的な変動が，熱・煙の移流

拡散の推進力となる火災プルーム性状に与える影響を検討する。積荷特性による環境影響テーマ

では，低温液化ガスあるいは空気より重い高密度ガスの大気拡散を，計算負荷の軽減を図りなが

ら精度良く予測する手法を検討する。また，労働安全では，各現場で活動する労働者の暑熱環境

下での疲労状態を推し量る手法を検討する。 
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サブテーマ 1 動揺火源状に形成される熱気流性状に関する調査研究 

 

1.1 概要および目的 

 陸上建物内の天井に設置された火災感知器あるいはスプリンクラーの作動は，区画天井下を流

れる天井流（燃焼により発生した熱および煙を移流拡散させる天井に沿った熱気流の流れ）およ

びその推進力となる火災プルーム（火災火源上に形成される上昇気流流れ）の影響を強く受ける。

これらは火災現象の素過程として重要な役割を果たすため，建築分野において数多くの理論的，

実験的研究が実施され，工学的に有益な関係式が導かれている[1]。しかしながら，陸上の建築空

間を伝播する熱気流の発生源である火源位置は，重力が一律に作用する流れ場のある位置に時間

的に固定された状態にある。 

 ところが船舶内では，火炎形状および火源上に形成される火災プルームは，気象・海象条件に

より船舶特有の動揺・傾斜の影響による火源位置の時間的に変化および船体動揺に起因する慣性

力の影響を受ける。このため，船舶火災時の熱気流の流動性状は，火源位置が時間的に変化しな

い陸上建物空間内のそれとは大きく異なると考えられる。このため火源位置が時間的に変化しな

い固定された状態をもとに構築された陸上建物空間内を対象とした火災プルームの流動性状およ

び火炎形状に関する既存式の，船舶特有の動揺・傾斜を伴う区画への適用性およびその範囲につ

いては，未解明の部分が非常に多い。また，時間的に火源位置が変化する火源上に形成される火

災プルームの流動性状および火炎形状に注目した研究例は見当たらない。 

 そこで本テーマでは，数値流体力学ならびに模型実験の両面から，火源位置および外力の変動

条件下における火災プルームの流動性状に関する素過程に注目し，得られた知見から船舶火災時

の火災プルームの流動性状および火炎形状に関する実用的な予測式を提案することを目的とする。 

 

1.2 実験 

1.2.1 模型実験 

 船舶火災を想定した場合，火源の揺動性状は，火災発生位置と船舶の重心との位置関係から，

上に凸な円弧に沿って揺れる場合と，下に凸な円弧に沿って揺れる場合など様々な状態が想定さ

れる。さらに船は波および外気風の影響を受け，ダッチロール的に前後左右に揺れると考えられ

る。 

 しかしながら，このような複雑な揺れを再現することは難しい。そこで，実際的な船体運動を

考慮する前段階として，火源を左右に一定周期で直線上を往復運動させた状態（直線単振動）お

よび振り子状に往復運動させた状態（振り子振動）の 2 条件に置き換えることで火源の振動を模

擬した。 

 火源を直線単振動させる装置として，図 1.1 に示したオリエンタルモータ製の電動スライダー
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（型番：ELF6XD080-KD）を利用した。この電動スライダーの仕様は，表 1.1 の通りである。ま

た振り子振動の場合には，動揺台（ブランコ型動揺装置）を用いた。電動スライダー上の火源

の移動速度は，制御プログラムの関係から正弦波ではなく台形近似にて制御した。一方，動揺

台の場合には正弦波で制御した。 

 

 

図 1.1 電動スライダーの外観 

 

表 1.1 電動スライダーの仕様 

型番 [スライダ幅×高さ] 最大可搬質量 
ストローク

[mm] 

電源電圧 

[V] 

電磁 

ブレーキ 

リード

[mm]

ELF6 90×93mm 水平 60kg/垂直 30kg 800mm DC24 無 12 

 

 正方形のガスバーナー（辺長 0.1 m，高さ 0.42 m）で火源を模擬し，燃料には LPG を使用した。

模擬火源の移動幅となる振幅，移動速度の周期および発熱速度を変数とし，表 1.2 のように変化

させた。 

 

表 1.2 実験条件 

単振動 

振幅 [m] 周期 [s] 発熱速度 [kW] 

0 -----  

0.05, 0.1, 0.2 6, 12 5, 15 

0.3 18 5, 15 

0.4 12, 18 5, 10, 15 

振り子振動 

振幅 [°] 周期 [s] 発熱速度 [kW] 

0 ----- 15 

3 
6 3, 5, 15 

12 3, 5 

6.3 
6 3, 5, 15 

12 5 

10 6 3, 5, 15 
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 直線単振動あるいは振り子振動させた火源上に形成される火災プルーム内の温度場は，以下

のように測定した。直線単振動の場合には。素線径 0.2 mm の CA 熱電対を，水平方向に 0.1 m

間隔に配置した TC rake を以下の高さに設定した。 

   5 kW  z=0.5, 1.5, 2.0, 3.0, 3.6, 4.6 m 

   10 kW z=0.5, 1.5, 2.0, 3.0, 3.6, 4.6 m 

   15 kW z=0.3, 0.5,1.3, 1.5, 2.0, 3.0, 3.6, 4.6 m 

また，振り子振動の場合には，素線径 0.2 mm の CA 熱電対を，水平方向に 0.05 m 間隔に配置

した TC rake を z=0.2, 0.35, 0.5, 0.8, 1.0, 1.25 m の各高さに設置することで温度を計測した。 

 

1.3.2 数値実験 

 火災安全工学の分野で広く用いられているFire Dynamics Simulator  (FDS Ver.5) [2]を使用した．

FDS は火災現象の解析に特化したCFD（Computational Fluid Dynamics）ツールで，米国商務省

（National Institute of Standards and Technology, NIST）で開発されたオープンソースコードで，これ

までに数多くの検証が行わ，その精度が検証されている[3]。FDS は低Mach 数近似が成り立つ流

れ場を対象としており，乱流場の解析はLarge Eddy Simulation（LES）によって行われる。LES の

Sub-grid Scale（SGS）モデルとしてSmagorinsky モデルが採用されている。火源モデルとしては，

渦消散モデル[4]とHuggettの関係式を組み合わせ[5]，さらに消炎現象を考慮することにより換気支

配型火災にも対応可能な独自の乱流拡散燃焼モデルを開発・採用している[6]。 

 FDS で採用されているSmagorinsky モデルは，簡潔であることと数値計算の安定性が良いこと

から工学的に広く用いられている。しかしSmagorinsky モデルの欠点として，異なる種類の流れ

に適用する場合にSmagorinsky 定数（Cs）の値を変えなければならないこと，非乱流域や壁近傍

で修正を要することが挙げられる．一方，FDSでは sC 値の変化が燃焼モデルから算出される発熱

率の値に大きく影響しないことが確認されている[7]。そこで，これらの問題を克服し，かつ安定

なSGS モデルとして成功を収めているコヒーレント構造モデル[8]をFDS に組み込んだコードを

使用した。また，火源が直線単振動する影響を，運動量方程式の外力項に見かけの力を加えると

で考慮し，水平方向に周期運動する火炎およびその上部に形成される火災プルームの数値解析を

行った． 

 数値シミュレーションで用いた計算領域を図 1.2 に示す。計算対象は，模擬火源底面の中心位

置を座標原点とし，計算領域を水平方向（x, y 方向）に 2 m × 2 m，鉛直方向（z 方向）に 5 m と

した。計算格子幅は 0.02 m の等間隔矩形格子（総格子点数は 2,500,000 点）を用いた。固体壁面

である床面には壁法則を適用し，それ以外の境界面は自由流入出条件とした。また，SGS Prandtl

数（ tPr ）と SGS Schmidt 数（ tSc ）については，流れ場に対してあまり影響しないことが知られ

ているため[9]，共にデフォルト値である 0.5 とした。 
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 初期状態は 20℃の空気が静止しているものとし，実時間で 660 秒間のシミュレーションを行っ

た．火源は振幅 0.4 m，周期 6 秒で単振動する場合を想定した。ガスバーナーに供給される燃料は

プロパン（C3H8）とし，発熱速度が 4，7，10 kW の 3 通りについて検討した。 

 

図 1.2 計算対象領域および境界条件 

 

1.4 結果 

1.4.1 単振動実験 

 火源を直線単振動させる前に，火源を固定させた状態での火源中心軸に沿った温度減衰と

McCaffrey の温度減衰式[14]とを比較した結果を図 1.3 に示す。これから本実験系は十分な精度を

持っていることが確認できた。 

 

図 1.3 固定火源中心軸に沿った温度減衰性状の比較 

 

 直線単振動する火源上に形成された火災プルームの温度分布の特性を調べるために，建築火災

分野で既に理論的および実験的に詳細が明らかにされている単一の固定火源上のプルームの流動

2 m 

5 m 

2 m 

壁面境界条件 
（壁法則） 

自由流入出条件 

ガスバーナー
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性状と比較した。なお，直線単振動する火源上に形成されたプルームの特性温度を各高さにおけ

るプルーム内の水平方向への温度平均値と定義し，次のように算出した。火源表面からの各高さ

におけるプルーム内の水平方向への温度分布が top hat型であると仮定する理論解析モデル[9]に従

い，各高さにおけるプルーム内の水平方向への温度平均値を特性温度（T ）とした。なお y 方向

については，いずれの高さにおいてもバーナー中心軸上で最大温度となるため，平均化すること

なく軸上温度を特性値とした。各高さのT を算出するには，火源が振動する方向のプルーム幅を

決定する必要がある。そこで式(1.1)のように，各断面において温度上昇（ bT ）が最大温度上昇

（ maxT ）の 1/e 倍に等しくなる温度（ bT ）を求め，振動中心の鉛直軸上から温度 bT となる位置

までの水平距離をプルーム幅と定義し，高さ毎に算出し，このプルーム幅内を通過する特性温度

を求めた（式(1.2)）。 

 max
max

1
b b

T
T T T T T

e e
 


          (1-1) 

TbL

sT
T



 


2
       (1-2) 

ここで，T は雰囲気温度を ΔS は測定幅を意味する。 

 直線単振動の振幅(A)を 0.05, 0.10, 0.20, 0.40 m と変化させたときの，各高さにおける特性温度と

し，この温度と McCaffrey の温度減衰式[14]とを比較した結果を図 1.4 に示す。これより，単振動

の振幅が小さい A = 0.05 m で振動中心の鉛直軸上の温度減衰は，固定火源上のプルームとほぼ同

じ減衰性状を示した。なお，温度上昇の違いは，単振動火源の場合に水平方向への平均温度であ

る特性温度を採用したのに対し，固定火源では軸上温度そのものであるためと考えられる。単振

動の振幅が A = 0.10 m，0.20 m へと徐々に大きくなるにつれて，固定火源上の温度減衰勾配との

違いが始まり，この違いは最大振幅である A = 0.40 m で顕著となり，固定火源上の温度減衰勾配

よりも小さな勾配を持った温度減衰を示した。 
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図 1.4 直線単振動する火源上に形成したプルーム特性温度と McCaffrey の温度減衰式との比較 

 

1.4.2 振り子運動実験 

 振り子振動する火源上に形成されたプルーム内の高さ方向への水平温度分布の変化を図 1.5

～1.7 に示す。横軸は振動中心からの距離を，縦軸の温度は各高さにおける平均温度の最大値で

規格した無次元温度上昇を表す。振り振動の角度（振り子角度と記す）およびその周期に依存せ

ず，いずれの実験条件においても，振り子振動する火源上に形成されたプルーム内の高さ方向

への水平温度分布は，単一の固定火源上のプルーム形状とは異なり，火源近傍高さ領域では，火

源の運動範囲の両端近傍に固定火源が仮想的に存在し，その火源上に形成される 2 つのプルーム

が干渉したような温度分布を示した。また，火源から十分離れた上方領域では，各高さにおいて

振動中心のプルーム軸の温度が最も高くなる既存のプルーム形状に類似した温度分布へと変化す

ることが読み取れる。 

 

A=0.05 m A=0.10 m 

A=0.20 m A=0.40 m 
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図 1.5 振り子振動火源上に形成したプルーム水平方向への特性温度分布 

（振り角度：3°，周期：6 秒&12 秒） 

 

 

図 1.6 振り子振動火源上に形成したプルーム水平方向への特性温度分布 

（振り角度：6.3°，周期：6 秒&12 秒） 
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図 1.7 振り子振動火源上に形成したプルーム水平方向への特性温度分布 

（振り角度：10°，周期：6 秒&12 秒） 

 

 

 

図 1.8 特性温度の高さ方向への減衰性状 
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図 1.8 に特性温度の高さ方向への減衰性状を振り角度毎に纏めた結果を，固定した線状火源中心

軸の温度性状を示す実験式をもとに算出した結果とともに示す。なお，図中の温度は各高さにお

けるプルーム内の水平方向への特性温度（T ）であり，上述した特性温度算出法に従って求めた。

振り角度が大きい場合（θ = 10°）には，発熱速度および周期に係わらず線状火源上に形成される

プルームの温度減衰と同様の性状を示した。また，この条件での温度減衰は，振幅を A = 0.3 m，

周期 18 秒とした直線単振動の条件で温度減衰とほぼ一致した。しかし，振り角度が小さい条件で

は（θ = 3°あるいは 6.3°）周期の影響が現れた。θ = 3°の温度減衰は A = 0.1 m の直線単振動結

果とまた θ = 6.3°の温度減衰は A = 0.2 m の直線単振動結果とほぼ一致した。 

 

1.4.2 数値計算 

 発熱速度が 7 kW の直線上を単振動する火源上に形成された火源の中心を含む，振動方向に沿

った鉛直断面上（y = 0）の時間平均温度の分布を図 1.9 に示す。20℃の周囲空気が静止した状態

を初期値としているため，流れ場が十分発達するまでの火源周期 10 回分（= 60 秒）の計算を実施

後，600 秒間（100 周期分）の結果をもとに時間平均値を算出した。火源の移動速度は，直線単振

動範囲の両端近傍で遅くなるため，その上方部分に相対的に温度の高い領域が存在する対称な温

度分布となった。この性状は，図 1.5～1.7 に示したように振り子振動する火源上の水平温度分布

性状と一致する。火源近傍のプルーム性状は，単一固定火源上に形成した火災プルーム形状とは

異なり，火源の単振動範囲の両端近傍に仮想的に固定火源が存在し，それらの火源上に形成され

たそれぞれのプルームが干渉したような温度分布となった。また，火源から十分離れた上方では，

2 つのプルームが融合した（プルーム中心軸上の温度が最も高くなる）既存のプルーム形状に似

た温度分布となった。 

 

 

[ o C ] 

 
図 1.9 火源の振動方向に沿った中心断面上の時間平均温度の鉛直方向分布 [15] 

 

[m] 

[m]

ガスバーナ

単振動
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 直線単振動する火源の可動範囲を長辺とする仮想的な固定長方形火源（0.8 m × 0.1 m）を考える。

長谷見らの実験[11]によれば，長方形火源であっても長辺 B と短辺 W の比が 4 以上（B/W > 4）の

場合，浮力プルーム領域の温度性状は，線火源上のプルームとして取り扱い可能であると報告し

ている。そこで，直線単振動火源上のプルームに対して得られた特性温度T を線状火源プルーム

の軸上温度に関する経験式と比較した結果を図 1.10 に示す。横軸は火源表面からの高さ z，縦軸

は温度上昇 T （ T T  ）を表す。発熱速度 Q が 4, 7, 10 kW の 3 種類について検討するため，

横軸については長谷見らと同様に，次のような無次元発熱速度 Ql*を用いたスケーリングを行った。 

2/32/3

/
*

WgTC

BQ

WgTC

Q
Q

pp

l
l

 



     (1-3) 

ここで， および pC はそれぞれ静止雰囲気の密度ならびに定圧比熱で，g は重力加速度，W で

は矩形火源の短辺長さである。また，線状火源プルームのトラジェクトリに沿った軸上温度を表

わす次の実験式[12]と比較した。 

1

3/2*



 
















WQ

z
C

T

T

l

T ， 6.2TC      (1-4) 

概ね 10 < z/(Ql*
2/3W) < 50 の範囲の計算結果は，実験式（図中の一点破線）と同様に，その温度減

衰勾配が-1 となり，無限長線火源上の 2 次元プルームのトラジェクトリに沿った温度減衰性状と

同じ性状を示した。この範囲を図 1.9 に示した温度分布と対応させるため発熱速度が 7 kW の場合

について考えると，平均火炎高さの先端部付近（z = 0.9～1.0 m）から，各水平断面において 2 つ

の極大値が観察される高さ（z = 2.7～2.8 m）までの範囲に概ね対応した。 

 さらに上方（z/(Ql*
2/3W) > 50）では，2 次元プルームの温度減衰性状を示さなかったため，点火

源上の軸対象プルームの温度減衰性状と比較した。直線単振動する火源を振動中心に固定した正

方形火源と見なし，図 1.10 に示した特性温度T の分布を整理し直した結果を図 1.11 に示す．横軸

については，次の無次元発熱速度 Q*を用いてスケーリングし， 

2/5
*

DgTC

Q
Q

p 
       (1-5) 

さらに正方形火源の辺長 D で無次元化している．計算値との比較には，軸対象プルームの軸上温

度に関する次の経験式[13]を用いた。 

3/5

5/2*



 
















DQ

z
C

T

T

l

T ， 1.9TC      (1-6) 

火源から十分離れた範囲（30 < z/(Ql*
2/5D)）では，温度の減衰勾配は概ね-5/3 に近付いていること

が図 1.11 から読み取れることから，この領域の温度減衰は軸対称プルームに近い性状を示すと考

えられる。図 1.10 の場合と同様に，発熱速度が 7 kW とすると，図 1.9 の温度分布と対比から，
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各高さにおいて単一の極大値が観察される範囲（z > 3.7～3.8 m）に相当した。 

 

図 1.10 各高さにおいてプルーム内部で平均し

た上昇温度の鉛直方向分布。見かけの

火源形状を長辺 0.8 m，短辺 0.1 m の長

方形として整理した場合 [15] 

図 1.11 各高さにおいてプルーム内部で平均

した上昇温度の鉛直方向分布。見かけ

の火源形状を辺長 0.1 mの正方形とし

て整理した場合 [15] 

 

1.5 まとめ 

 動揺する火源上に形成されたプルーム内の温度減衰性状を模型実験および数値実験を通した検

討から以下の事項が明らかとなった。 

(1) 時間平均温度を中心に検討したところ，固定火源上のプルーム形状と異なり，直線単振動お

よび振り子振動ともに，火源の振動範囲の両端近傍に仮想的に火源が存在し，その上部に形

成された 2 つのプルームが干渉しあう温度分布が観察された。さらに上方では遷移領域を経

て単一の固定火源上のプルームに似た温度分布が形成された。 

(2) 各高さにおけるプルーム内温度の断面平均値を調べたところ，2 つの極大値が観察される範囲

では，上昇温度の減衰は無限長線火源上に形成される 2 次元プルームの軸上温度性状を示す。

動揺火源から上方へ遠ざかるにつれて，遷移領域を経て 2 次元的な性状から点火源上の軸対

称プルームに近い温度性状に変化する。 

 また，今後の予定は以下の通り。 

(1) 温度減衰結果を基にした，見かけの火源規模の算出方法を検討する。 

(2) 単振動火源上に形成される速度場の測定と数値実験結果とを比較する。 

(3) 動揺火源上に形成されるプルームにより運ばれる煙量の算出方法を検討する。 

 

0.1 0.5 1 5 10 50
1

5
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Z/(Q*2/5A) [-]


T
 [

de
g.

]
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サブテーマ 2 空気よりも重い高密度ガスの大気拡散に関する調査研究 

 

2.1 概要 

 液化天然ガス（LNG）輸送船から LNG が海面上に流出した際に発生する可燃性蒸発ガスが，流

出源近傍で着火することなく大気拡散することを想定し，従来型 LNG 船（積載容量：125,000 m3）

を対象に船体側面に形成された破口寸法の差異が燃焼下限界濃度（Lower Flammability Limit; LFL）

の最大到達距離に及ぼす影響を評価するために，平成 25 年度は周囲空気よりも重い高密度ガスの

大気拡散挙動を予測する数値解析モデルの調査を実施した。その調査の結果，一次元積分型モデ

ルとして分類される実用的な簡易解析モデルのうち，米国環境保護庁（US Environmental Protection 

Agency, EPA）から公開されている影響解析プログラム ALOHA[1]に含まれる大気拡散モデル

（ALOHA-DEGADIS）に着目し，その性能評価を行った。 

 ALOHA は，化学物質全般を取り扱う陸上の化学設備を主な対象とした被害影響範囲推定モデ

ルとして代表的なプログラムである。しかし，LNG 輸送船から海面上に大量の貨物が漏洩するシ

ナリオへの適用の可否および結果の妥当性は明らかではない。一方，米国では LNG 受け入れ基地

の新規建設時の事前評価のために連邦エネルギー規制委員会（Federal Energy Regulatory 

Commission，FERC）が開発した影響解析モデル（FERC モデル[2, 3]）が，LNG の海上漏洩時の

被害影響範囲推定モデルとして事実上の標準プログラムとして用いられている。 

 そこで，本研究では ALOHA を用いて LNG が輸送船から海面上に流出する際の被害影響予測，

特に蒸発ガスの大気拡散解析を行い，FERC モデルによる結果との比較から ALOHA の適用範囲

および予測精度の評価を行った。その結果，ALOHA に導入されている高密度ガス用大気拡散モ

デルALOHA-DEGADISは，LNGから蒸発した低温のメタンガスの拡散挙動を過小評価するため，

LNG海上輸送時の漏洩事故に伴う蒸発ガスの大気拡散評価を行う場合には注意が必要であること

を示した。 

 

2.2 背景および目的 

 地球温暖化に対する世界的な懸念の高まりから，二酸化炭素の排出量が最も少ない化石燃料と

して液化天然ガス(Liquefied Natural Gas; LNG)が注目されている。LNG の海上輸送は 1959 年以来

大きな事故は無く，極めて高い安全性が確保されているが，最近米国では LNG 受け入れ基地の新

規建設が数多く計画されており，輸送，荷役，貯蔵に伴うリスクに関して極めて大きな関心を集

めている[2, 3]。また，近年の LNG 輸送船は大型化が進み，既に積載容量が 250,000 m3を超える

最新型船舶が就航していることに加え，シェールガス生産量の急増に伴って LNG の海上輸送量の

一層の増加が見込まれる。このような世界的な天然ガスの需要増大を背景として，海上輸送時の

事故により大量の LNG が海面上に流出した結果，流出地点での火災あるいは可燃性蒸発ガスの遠

方への移流拡散による危険性が高まることが考えられる。これを受けて，LNG プラントや輸送船

の事故に起因する天然ガスの漏洩を想定した被害影響評価に関する研究が行われてきている

[4-11]。輸送船から海面上に流出した約-162 度の LNG は，海水との温度差により急激に蒸発し，

低温の天然ガスが発生する（図 2.1）。LNG 蒸発ガスの大部分を占めるメタンガスは，約-108 度に

温められるまで常温常圧の空気よりも密度が高い。このような周囲空気よりも重い高密度ガスの
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大気拡散挙動は通常の煙とは異なり，海面あるいは地面に沿って扁平に流れるため，水平方向の

広がり L に比べて鉛直方向の厚み H が十分小さくなる（H << L）ことが分かっている（図 2.2）。 

 

図 2.1 船舶からの LNG 流出過程の概略図 [6] 

 

図 2.2 空気よりも重い気体の大気拡散過程の概略図（H << L）[10] 

 

 低温の天然ガスのように空気より重い気体（以後，高密度ガスと呼ぶ）の大気拡散モデルは，

次のように大きく 3 つに分類される。 

a．積分モデル     (Integral model) 

b．数値流体力学モデル (CFD model) 

c．浅層モデル     (Shallow layer model) 

 積分モデルは DEGADIS および SLAB などのソフトウェア名で良く知られているように，最も

広く使用されている実用モデルであるが，一次元の方程式系に簡略化されているため，地形およ

び気流場の変化の影響を物理モデルとして組み込むことが難しい。一方，CFD モデルは，流れの

基礎方程式に基づいた解析が行われるため，詳細な物理モデルの組み込みが可能であるが，計算

負荷が非常に大きく実用に適していない。ここで着目する浅層モデルは，比較的詳細な物理モデ

ルを組み込むことが可能な上に，鉛直方向（深さ方向）に物理量を平均化した二次元モデルであ

るため，CFD モデルに比べ高速に数値解を得ることができる。しかし，このような優位性を有し

ているにも関わらず，その方程式系を精度良く解析する計算手法について満足のいくものは未だ
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得られていない。 

 本サブテーマでは，輸送船から流出した LNG が海面上を拡大する過程を予測する数理モデルと

本研究により高度化した浅層モデルを組み合わせ，LNG の流出過程からメタンガスの燃焼下限界

濃度の到達距離の推定までを総合的に解析する環境影響評価モデルを構築することを最終目標と

している。平成 25 年度は，その第一段階として前述のように三つに分類される既存の大気拡散モ

デルを調査すると共に，総合的な環境影響評価モデルとして一般に公開され，かつ豊富な適用実

績を有する代表的な実用モデルである ALOHA を取り上げ，輸送船から海面上に大量の LNG が漏

洩するシナリオにおいて，その性能評価を行うことを目的とした。 

 

2.3 LNG の海面流出に伴う現象[10] 

 大量の LNG が海面上に流出した際の挙動およびそれに伴う被害については現在のところまだ

十分に解明されていない。水面上に流出した LNG の力学的挙動，拡散および燃焼特性に関するこ

れまでの実験では，大規模実験と分類されるものでさえ使用した LNG 総量は非常に少なく，最近

の研究対象となっている LNG 輸送船からの流出量に比べると数桁小さい。 

 LNG 流出によって被害をもたらし得る現象には，直接接触による極低温組織損傷，Rapid Phase 

Transition (RPT)による圧力上昇，爆燃，爆轟，蒸気雲火災，液面火災が含まれる。非常に低温で

あるため直接 LNG に接触すると，船体構造材料の組織損傷ならびに脆性化が生じる。LNG が水

面上に流出した後，その蒸発ガスが直ちに着火しない場合，蒸発した天然ガスは蒸気雲を形成し，

移流と拡散により大気中を流されていく。LNG の蒸発ガスは極めて低温であるため，その吸入に

より肺を損傷するだけでなく，蒸気雲内部では低い酸素濃度のため窒息する危険性がある。また，

蒸発ガスが大気中を拡散した後に着火した場合には蒸気雲火災が発生する。LNG がその沸点より

も十分高い温度の水と接触すると，RPT が発生する。RPT とは化学反応に起因する爆発ではなく，

燃焼を伴うことなく爆発的な圧力上昇を引き起こす現象で，大きな圧力エネルギーを開放する物

理的な爆発と分類される。このような蒸気爆発は，構造物を損傷させるほどの非常に大きな圧力

上昇を生み出す。一方，燃料と空気が混合した可燃性気体の燃焼（化学反応）により生じる爆発

は，爆燃あるいは爆轟に分類される。爆轟は非常に高い圧力上昇を生み出し，それゆえ爆燃より

も大きな被害を与える。障害物のない開放空間において蒸発した天然ガスが着火した場合には，

爆燃から爆轟に遷移する可能性は非常に低いが，障害物の多い閉空間で着火すると遷移は起こり

やすくなる。それゆえ，LNG 輸送船やその他の構造物内の閉空間に可燃性気体が流入し，その後

着火するような状況が起こると，高い圧力上昇を伴う爆発により大きな損傷や被害に至る可能性

がある。 

 本研究では，大量の LNG が海水面上に流出した際に被害が広範囲に及ぶ可能性の高い現象の一

つとして，蒸発雲の大気拡散を対象としている。また，貨物タンクからの LNG 流出，海面上での

LNG 液面の拡大過程ならびに LNG の蒸発など，蒸発雲拡散に関係する一連の現象についても考

慮している。天然ガスが燃焼可能な濃度は，主成分のメタンで代表すると，空気との混合ガスの

体積濃度が 5 ～15 %の範囲である。貨物タンクからの LNG の流出開始後，LNG 液面は蒸発を伴

いながら拡大するため，その液面上に形成されている蒸発雲の発生源も同様に拡大する。 
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2.4 主な LNG 流出実験[11] 

 ここでは，LNG が水面上に流出した結果生じる，蒸発ガスの大気拡散，液面火災，蒸気雲火災

に関してこれまで行われた主な実験例を概観する。 

 1972 年，Esso と米国石油協会（American Petroleum Institute）は，LNG を水面上に流出させ，蒸

発ガスの大気拡散データを取得する実験を行った[12]。この実験では，0.8 ～ 10.8 m3 の LNG を

流出させ，半径が 7 ～ 14 m の液面が観察された。また，大気拡散した蒸気雲の高さはその横方

向の広がりに比べて非常に低く，燃焼下限界濃度（5 %）の最大到達距離は 400 m であった。1978

年には米国沿岸警備隊（U.S.CG）により，China Lake に位置する Naval Weapon Center (NWC)で

LNG 流出実験が行われた[13]。液面火災と蒸気雲火災による放射熱流束を計測することを目的に，

3 ～ 5.5 m3 の LNG が使用された。形成された液面の最大半径は 15 m で，火炎高さは 25 ～ 55 m

であった。1980 年に英国 Maplin Sands において Shell の後援により National Maritime Institute が 20

通りの流出実験を実施し，大気拡散による混合ガス濃度および蒸気雲火災による放射熱流束の測

定が行われた[14, 15]。LNG 使用量は 5 ～ 20 m3で，最大液面の実効直径は 30 m，平均火炎高さ

は 80 m であった。20 通りの実験の内，1 ケースで液面火災が発生したが，その継続時間はわずか

数秒であったため，十分発達した液面火災は本実験において再現されなかった。同じく 1980 年に

米国 Lawrence Livermore National Laboratory (LLNL)と NWC により China Lakeにおいて蒸発ガスの

大気拡散実験（Burro tests）[16]がおいて行われた。全部で 8 通りの流出実験を行っており，使用

された LNG は 24 m3から 39 m3で，最大液面直径は 10 m であった。翌年，引き続き LLNL と NWC

はChina Lakeにおいて蒸気雲燃焼とRPTを対象としたLNG流出実験（Coyote tests）[17]を行った。

14.6 m3から28 m3のLNGを使用し，火災の拡大速度，火炎伝播速度および放射熱流束を計測した。

蒸気雲に着火後，火炎が流出地点に向かって伝播する様子が観察されたが，続いて発生した液面

火災に関する物理量については計測が行われていない。1987 年にはネバダ州において最大 66.4 m3

の LNG を使用した実験（Falcon tests）[18]が LLNL により行われ，障害物が有る場合の大気拡散

に関するデータベースを構築すると共に，大気拡散による被害を軽減するために設置したフェン

スの有効性について評価を行った。 

 これまでの実験で使用された LNG 量と従来型 LNG 船の 1 タンクから流出する推定量を比較し

た結果を図 2.3 に示す。LNG 船から流出する推定量に比べ，これまでの実験において使用された

LNG 量は非常に少量であることが分かる。本研究で対象とする現象と利用可能な実験結果とは大

きな隔たりがあるため，対象としているような大規模流出に伴う現象の理解や被害予測結果を実

験結果に基づいて検討することは困難であることが分かる。 
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図 2.3 主な大規模流出実験で使用した LNG流出量と従来型 LNG船

（1 タンク）からの予想流出量の比較[11]。縦軸の流出量 [m3] 

は対数目盛で表示している 

 

2.5 影響評価モデル 

 LNG の海面流出に係る影響解析モデルおよび影響評価に関するほぼすべての研究において，メ

ンブレン型の LNG 輸送船が対象とされている。Qiao ら[8]は，破口から流出する LNG の流出量に

関してのみ，メンブレン型とモス型の形状の差異を評価しているが，液面火災あるいは蒸発ガス

の大気拡散による被害範囲の予測までは実施していない。それゆえ本研究においても，図 2.4 に

示すようにメンブレン型 LNG 輸送船からの流出を対象とした。 

 本研究では，LNG の海面流出から蒸発ガスの大気拡散に至る一連の現象を対象としており，一

般に以下に示す要素モデルから構成されている。各要素過程に対する主なモデルの概略を示す。 

 

 

図 2.4 単純化した船形と破口位置 

 

2.5.1 流出過程 

 複雑な船体構造の考慮が困難であるため，貨物タンクから LNG が流出する現象については物理

的理解が進んでおらず，十分な予測精度を有する流出モデルは現在のところ存在しない。タンク

に形成された破口から LNG が流出する現象のモデルは，各影響解析ソフトウェアによってタンク
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内の圧力変化の影響など付加的なモデルの取り扱いに差異が見られるが，本質的には Orifice モデ

ルであり，Bernoulli の定理から次式のように導かれる。 

2 2d lQ C R gh   (2-1) 

ここで，Qは質量流量， dC は放出係数， l は LNG の密度，R は破口半径，h はタンク内の喫水

上 LNG 液面高さ，g は重力加速度である。図 2.4 に示すように，このモデルは船体が単船殻構造

であることを仮定しているため，実際の二重船殻構造の場合に起こり得る船殻間への LNG の流入

については考慮されていない。また，タンクの形状や放出係数の違いから多少変形したモデルが

考えられる[8]。 

 Orifice モデルは作動流体を完全流体と仮定しているが，実際には粘性や 2 次流の影響により理

論値よりも小さな値となるため，式(2-1)に示すように放出係数 dC を乗じている。 dC 値は，流れ

場の Reynolds 数および破口形状に依存する。Orifice モデルは二重船殻構造に対応していないため，

得られる流出速度は過大に評価されていることに注意が必要である。 

 

2.5.2 液面拡大過程 

 海水面上に流出した LNG は，蒸発を伴いながら最大半径に達するまで広がっていく。液面面積

の増加と共に，単位時間あたりの全蒸発量も増加する。液面拡大モデルは，主として原油の海面

流出を対象に 1970 年代に開発されたもので[4, 19]，計算機負荷の小さい代表的な実用モデルを表

2.1 に示す。 

 

表 2.1 主な液面拡大モデル 

名称 特徴 

SOURCE 5 液面運動の駆動力として重力のみを考慮している。 

LPOOL 液面に作用する外力として重力と慣性抵抗を考慮している。 

GASP 
液面に作用する外力として重力と波浪等による摩擦抵抗の考慮が可能

な Webber モデル[20]を採用している。 

 

最も基本的な液面拡大モデルは，海上風，潮流，波浪の影響を無視し，重力による駆動のみを考

慮しており，そのモデル方程式は次のように表される[4, 19]。 

1 2

,r p w l
r

p w

dr g V
g g

dt A

 


  
  

 
 (2-2) 

ここで，は経験定数( 4 3 )， pV はLNG液面の体積， pA は液面の面積， w は海水の密度で

ある。ALOHAでは液面の形状を理想的な円として仮定している。体積 pV は，前述の流出過程か

ら求められる。 

 式(2-1)で表される液面拡大モデルと異なり，FERC モデルで採用されている Webber モデル[20]

は，浅水方程式の自己相似解と潤滑理論を基に導出されたもので，重力による駆動だけでなく摩
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擦影響を考慮している。その基礎方程式は次のように表される。 

2

2

4 r
F

d r g h
C

dt r


   (2-3) 

ここで，h は液面の平均厚み，は /fh h の関数， fh は液面先端の厚み， FC は抵抗力を表してい

る。 式(2-3)を閉じるため，Webber は ，， FC に対する半理論的モデルを構築している[20]。た

だし，Webber モデルでは，選択的沸騰（preferential boiling）や液面の分裂に加え，海上風や波浪，

潮流の影響が考慮されていない。また，FERC モデルでは液面拡大時の障害物として船体の影響

を考慮し，液面の形状を半円と仮定している。 

 最も簡単な液面規模の推定方法は，タンクからの流出に十分な時間を要する場合，海面上のLNG

液面の形状がほぼ定常状態にあることを仮定するものである。この場合，タンクからの流入量と

液面表面からの蒸発量が釣り合うため，最大液面半径は次式から求められる[6]。 

p bQ A m  , 
2

2
p

r
A


  (2-4) 

ここで， bm は燃料消費速度である。このモデルでは非常に簡便に液面半径を見積もることが可能

であるが，表 2.1 に示したモデルとは異なり運動方程式に基づくものではないため，液面の非定

常変化には対応していない。 

 また，海水面に流出した LNG の蒸発過程は，LNG 液面に接する海水からの熱伝達が支配的な

要因であるが，現象が非常に複雑であるため，理論的にも実験的にも十分な知見が得られていな

い。それゆえ，これまでに実施された複数の小規模野外実験の測定値の中から，対象としている

現象とのスケールの差異を考慮した選定を行い，膜沸騰に寄与する熱流束が経験的に与えられて

いる。 

 

2.5.3 大気拡散過程 

 LNG がタンクから流出した後，直ちに蒸発ガスに着火することなく移流および拡散によって拡

がる場合，燃焼下限界濃度（LFL）の蒸気雲が到達する範囲を推定することが重要となる。低温

の蒸気雲は常温の空気より密度が高いため，通常の煙のように上下方向と水平方向に拡がるので

はなく，海面あるいは地面に沿って扁平に流れていく。このため，大気拡散モデルは数多く存在

するものの，低温液化ガスが大量に蒸発した場合，Pasquill の拡散幅を用いる plume モデルなど通

常の大気拡散モデルを用いて濃度分布を予測することは出来ない。 

 米国では沿岸地域に LNG 関連施設を建設する際，表 2.2 に示す DEGADIS あるいは FEM3C を

用いて安全性評価を行うことが明記されているため[21]，評価対象物質を LNG に特化した FERC

モデルでは，空気より重たい気体の大気拡散予測モデルとして DEGADIS モデル[22]を採用してい

る。なお，DEGADIS は米国 EPA（Environmental Protection Agency）の「大気汚染モデルに関する

指針」においても次善モデルとして登録されている。 
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表 2.2 高密度ガスの大気拡散モデル 

名称 特徴 

DEGADIS [22] 
高密度ガスの平面地形上での拡散過程を取り扱うことが可能であり，気流の主

流方向の方程式系に簡略化した 1 次元モデルである。 

FEM3C [23] 
3 次元数値流体力学モデルであるため，詳細な物理過程及び複雑な地形変化の

影響を取り扱うことが可能である。ただし，計算機負荷が極めて大きい。 

 

 DEGADIS は 1 次元積分モデルであるため，図 2.5 に示すように主流方向（x 軸）に直交する平

面上（y-z 平面）の濃度は分布形状を仮定し，次式のように表わされる。 
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(2-5)

図 2.5 DEGADIS における濃度分布形状 [22]  

 

 ここで，cは濃度， cc は海面あるいは地面（ 0z  ）での主流方向中心軸上の濃度，bは y z 平面

上の濃度分布の半値幅， yS 及び zS はそれぞれ y 軸及び z 軸方向の尺度パラメータである。また，風

速は x 軸方向の成分のみを考慮し，その鉛直分布はを指数とするべき乗則に従うと仮定してい

る。 

 その他，高密度ガスの大気拡散モデルとしては，単純な経験式で構成されているモデルから流

体力学の基礎方程式に基づく CFD モデルまで数多く提案されており，上記のモデルの一部を含め

レビューした結果を表 2.3 に示す。 
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表 2.3 高密度ガス大気拡散モデルの分類と特徴 

モデル 開発元 特徴 

Empirical model 

Britter-McQuaid 

 

 

 

HSE and CUED (UK) 

 

Integral model 

DEGADIS 

 

SLAB 

 

HG-System 

 

 

US Coastguard, US-EPA 

& GRI (USA) 

Lawrence Livermore 

National Lab. (USA) 

Shell Research (UK) 

Shallow-layer model 

TWODEE 

TWODEE-2 

 

DISPLAY-1 

 

 

 

HSE/HSL (UK) 

National Inst. Geophys. & 

Volcanology  (Italy) 

EC Joint Research 

Center (Italy) 

 

CFD model 

FLACS 

KAMELEON 

VULCAN 

FDS 

 

GexCon (Norway)  

SINTEF (Norway) 

Sandia National 

Lab.(USA) 

National Institute of 

Standards & Tech. (USA) 

 

2.6 結果および考察 

2.6.1 LNG 流出シナリオ 

 影響評価モデル ALOHA の適用範囲および予測精度を評価するための LNG 流出シナリオを表

2.4に示す。このシナリオは文献[2]で使用されたものである。ただし，LNG流出量については Fay[4]

のシナリオに従って算出した。Fay はメンブレン型の LNG 船を想定し，タンク形状を矩形と仮定

した。満載喫水線を rd とすると，タンク内 LNG の海水面からの初期高さ 0h は約1.1 rd と見積もら

れる。1 タンクあたりの水平断面積 tA はタンク容量 ctv と rd から  rt dctvA 52.0 と見積もること

が出来る。積載容量が 125,000m3の典型的な LNG 船を考えた場合， rd =11.8m， ctv =25,000 m3と

すると， 0h =13m， tA =1,100m2 となる。よって，本シナリオでは LNG 流出量を 0 th A =14,300 m3

とした。本研究では，破口直径に関する感度解析により被害影響範囲の変化を調査し，FERC モ

・地形の考慮：不可 

・計算機負荷：小 

1 次元モデル 

・計算機負荷 ：極めて大

2 次元モデル 

3 次元モデル 

・地形の考慮 ：可 

・相変化の考慮：可 

簡易モデル

複雑モデル

・計算機負荷：極めて小 

・地形の考慮：不可 

経験式モデル 

本課題の研究対象 

・計算機負荷 ：中～大 

・概して全て考慮可能. 

・最も広く使用されている. 
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デルによる結果と比較することによって ALOHA の特徴を考察する。 

 

表 2.4 典型的な従来型 LNG 船からの流出シナリオ [11] 

LNG 物性:  
 LNG 成分 メタンのみを仮定 
 LNG 密度 422.5 kg/m3 
漏洩シナリオ:  
 貨物容量 125,000 m3 
 タンク 1 個分の容量 25,000 m3 
 流出量 14,300 m3 
 タンク内 LNG の初期高さ（喫水から） 13 m 
 破口規模 直径 0.5 m~15 m 
 破口中心の位置 海面近傍（概ね喫水位置） 
 漏洩後の液面形状 半円 
環境条件:  
 周囲空気温度 295 K 
 海水温度 294 K 
 相対湿度 50 % 
 風速（海抜 10 m 地点） 2.0 m/s 

Pasquill の大気安定度 F 
海表面粗度 0.01 m 

 

 

2.6.2 LNG 流出過程及び液面拡大過程 

 タンク内の LNG が，海面上に流出し始めてから海面上に形成された LNG 液面がすべて蒸発す

るまでに要する時間（以降，蒸発時間と呼ぶ）と破口規模の関係を図 2.6 に示す。ただし，ALOHA

では流出時間が一時間を超える現象に対しては計算を継続することが出来ないため，実際には流

出時間が一時間以上となる破口直径が 1 m 以下の場合については蒸発時間を一時間と仮定してい

る。破口直径に関わらず，全体的に ALOHA で求められた蒸発時間は，FERC モデルの結果より

も長くなっていることが分かる。これは，ALOHA と FERC モデルの間で LNG 流出過程と液面拡

大過程のモデルがそれぞれ異なることに起因していると考えられる。FERC モデルでは，LNG 流

出過程に単純な Orifice モデルを使用しているが，ALOHA では，タンク内の蒸発ガスの圧力変化

を考慮した上で Orifice モデルを適用している。この違いが結果の差異に影響していると考えられ

る。液面拡大過程においては，ALOHA は重力による駆動のみを考慮する Shaw モデル[19]を用い

ているが，FERC モデルでは重力による駆動だけでなく摩擦影響を考慮した Webber モデル[20]を

採用している。さらに，ALOHA では液面を円形として仮定しているのに対し，FERC モデルでは

半円を仮定している。流出過程のモデルの差異に加え，これらの違いが図 2.6 の結果に表れてい

ると考えられる。 

 次に，海面上に形成される液面規模に対するモデルの差異を確認するため，最大液面半径の破

口直径に対する感度解析結果を図 2.7 に示す。ただし，ALOHA では液面を円形として計算するた

め，面積が等価な半円に換算した半径を示している。Webber モデルを用いた FERC モデルの結果

は ALOHA の結果に比べ一貫して小さな値となっている。また，破口直径の増加と共に液面半径

は単調に増加し，ALOHA 及び FERC モデル双方とも破口直径が約 5 m 以上になると一定値に漸
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近していくことが分かる。この傾向は，Oka[11]および Qiao ら[8]による過去の解析結果とほぼ一

致している。 

 液面拡大過程における ALOHA と FERC モデルの比較で注目すべき点は，液面拡大モデルにお

ける摩擦効果の有無についての重要性である。破口直径が 10 m の場合で比較すると，摩擦モデル

の有無により得られる最大液面半径に約 8 %の差異が見られる。摩擦モデルの有無が最大液面半

径に及ぼす影響については文献[2]においても検討されており，本研究と同様，ALOHA で採用さ

れている Shaw モデル[19]と FERC モデルで用いられている Webber モデル[20]である。前述のよう

に，Webber モデルは摩擦の影響を考慮した唯一のモデルであり，Shaw モデルは重力の影響のみ

を考慮したモデルの典型的モデルである。文献[3]によると，破口直径が 1 m の場合には最大液面

半径は両モデル間でほとんど差異が現われず，破口直径が 5 m では Shaw モデルによる結果は

Webber モデルの約 2 倍となっており，それゆえ摩擦モデルの考慮が必要であると結論付けられて

いる。本研究ではこれほど大きな差異は見られないが，図 2.6 から分かるようにタンクから海面

上への流出過程のモデルが異なり，ALOHA では FERC モデルに比べて多くの時間を要している

ことが一因と考えられる。 

 

図 2.6 破口直径が蒸発時間に及ぼす影響 

 

図 2.7 破口直径が LNG 液面半径に及ぼす影響 
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2.6.3 蒸気雲の大気拡散過程 

 タンクからの流出直後に蒸発ガスが着火することなく，空気よりも重い低温天然ガスが海水面

上を這うように拡がっていく過程は，これまでの多くの実験で観察されている[10]。蒸気雲の大気

拡散過程では，漏洩源から離れた下流遠方で可燃濃度のガスに着火した場合，火炎伝播を伴う蒸

気雲燃焼となるため，燃焼下限界濃度（LFL; Lower Flammability Limit）の最大到達距離が危険範

囲の推定の目安となる。天然ガス（ここではメタンガスを仮定）の場合，LFL は 5 vol%である。 

 まず，破口径が 10 m の場合の ALOHA による解析結果を図 2.8 に示す。気象条件は，表 2.4 に

示したように FERC による解析例[11]で用いられたシナリオを参考に設定した。大気安定度につい

ては安全側の評価を行うため，大気の状態が最も安定な条件（大気安定度 F）を採用した。これ

は，大気の状態が安定なほど乱流拡散の影響が弱く，LFL 到達距離が遠方にまで及ぶためであり，

このような結果は LNG 流出の野外実験においても観察されている[10]。図 2.8(a)は，海面上の液

面から天然ガスが蒸発する速度の時間変化を表している。ALOHA では蒸発量の時間変化を最大 5

つに分割し，各ステップを定常的な漏洩源として置き換え，大気拡散モデルの入力値として用い

られる[1]。それゆえ，水平部分が 5 つ存在する階段状の分布となっている。これを入力値として

計算した LFL の最大到達範囲が図 2.8(b)である。赤色の実線で囲まれた領域が LFL の到達範囲で

あり，漏洩源から下流側に到達した最大距離は 756 m であった。また，赤色の破線で囲まれた領

域は，風向きの変動を考慮し，95%の信頼度で LFL 濃度のガスが滞留すると予測される範囲を表

している[1]。 

 

(a) (b) 

図 2.8 ALOHA による大気拡散解析結果[24]。(a) 蒸発速度の時間変化；(b) LFL の最大到達範囲

 

 次に，破口径に対する LFL 到達距離の感度解析結果を図 2.9 に示す。ALOHA の予測値は FERC

モデルに比べ，極めて過少な評価となっていることが分かる。FERC モデルでは，大気拡散モデ

ルとして 2.5.3 節で示した DEGADIS モデルが用いられているのに対し，緊急時対応のための

ALOHA では計算負荷を減少させるために DEGADIS を構成する要素モデルならびに入力パラメ

ータの簡素化を行っている[1]。例えば，図 2.8(a)に示した蒸発量の時間変化の入力値を簡略化し，

DEGADIS では 40 個に分割可能なところを僅か 5 つのステップに分割して対応している点などが

挙げられる。また，図 2.9 では FERC モデルによって得られた結果にばらつきが見られるが，図
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2.7 に示した最大液面半径の結果と同様，ALOHA および FERC モデルの双方で破口径に臨界値が

存在し，それ以上の破口径では平均的に見て概ね一定値に漸近していることが分かる。これは，

低温液化ガスの蒸気雲拡散過程は蒸発ガスの発生源の性状に強く依存することを示唆しており，

LNG 流出の小規模野外実験においても同様のことが確認されている。それゆえ，蒸気雲拡散過程

を精度良く予測するには，蒸発ガス発生源の正確な予測値，つまり予測精度の高い液面拡大モデ

ルの開発が重要であることが指摘されている[25]。 

 

 

図 2.9 破口直径が LFL 到達距離に及ぼす影響 

 

 ALOHA と FERC モデルによる低温天然ガスの大気拡散結果に大きな差異が生じる原因として

は，上述のように ALOHA に組み込まれている大気拡散モデルが本来の DEGADIS を簡略化した

モデル（ALOHA-DEGADIS と呼ぶ）であることに加え，大気拡散計算の入力条件として極めて重

要なソース・ターム（source term）の算出方法（流出過程および液面拡大過程）に違いがあるた

めと考えられる。そこで，DEGADIS と ALOHA-DEGADIS の差異を明らかにするため，図 2.8(a)

に示した蒸発量をソース・タームとして入力値を統一し，LFL 到達距離を計算した。その際，蒸

発量については表 2.5 に示すように図 2.8(a)の画像から数値を読み取ると共に，ALOHA の結果と

して表示される液面面積と蒸発速度の関係から液面面積を推定し，DEGADIS の入力条件として設

定した。 

 このようにして計算した破口径 10 m の場合の DEGADIS の結果を図 2.10 に示す。また破口径を

変化させ，ALOHA-DEGADIS と DEGADIS を比較した結果を表 2.6 に示す。ALOHA は DEGADIS

に対して 10%程度の過大評価をすることが技術資料[1]に記されているが，本研究の結果，低温天

然ガスの大気拡散予測については極めて過小評価する恐れがあることが明らかとなった。 
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表 2.5 ALOHA により算出された DEGADIS の入力値 [24] 

蒸発時間 (分) 蒸発量 (kg/min) 

1 285847.6 

1 1149472 

1 1940114 

1 2542219 

2.83 115555.4 

 

 
図 2.10 ALOHA-DEGADIS と同条件で計算した DEGADIS の結果[24]。参考の

ため ALOHA-DEGADIS による結果（図 2.8(b)）を合わせて表示した。

 

表 2.6 ALOHA-DEGADIS と DEGADIS による結果の比較 [24] 

流出穴の直径 [m] 
ALOHA-DEGADIS による

LFL 到達距離 [m] 

DEGADIS による 

LFL 到達距離 [m] 

0.5 245 1880 

1 396 3261 

5 736 3847 

10 756 4118 

13 762 3659 

 

2.7 まとめ 

 液化天然ガス（LNG）輸送船から LNG が海面上に流出した際に発生する可燃性蒸発ガスが，流

出源近傍で着火することなく大気拡散することを想定し，米国 EPA から公開されている影響解析
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プログラム ALOHA を用いて被害範囲の推定を行った。ALOHA の適用範囲および予測精度を評

価するため，LNG の海上漏洩時の被害影響範囲推定モデルとして事実上の標準プログラムとして

使用されている FERC モデルによる結果と比較検討を行った。その結果，ALOHA に導入されて

いる DEGADIS モデルの簡易版 ALOHA-DEGADIS は 10%程度過大評価することが技術資料[1]に

記載されているものの，低温の液化天然ガスの拡散挙動に限定して評価したところ，FERC モデ

ルの結果に比べ極めて過小に評価する結果となった。そこで大気拡散モデルの差異の評価に焦点

を絞り，大気拡散計算に必要な入力条件を一致させた上で ALOHA-DEGADIS と DEGADIS の予測

値を比較したところ，同様に ALOHA-DEGADIS は影響範囲を過小評価する結果となった。塩素

等の他の化学物質の大気拡散評価に対しては ALOHA の妥当性が示されているが[1]，ALOHA を

用いて LNG の海面流出に係る影響評価を行う場合は注意が必要と思われる。 

 また，上述の影響評価は LNG の海面流出から蒸発ガスの大気拡散に至る一連の現象を対象とし

ているため，それを構成する個々の現象を再現するための要素モデルについて概説すると共に，

主な要素モデルのレビューを行った。特に，本サブテーマの主題である高密度ガスの大気拡散モ

デルについては次年度以降に取り組む課題の位置付けを行うことに繋がるため，既存の大気拡散

手法を特徴毎に分類し，これまで開発されたモデルの全体像を示した。 
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サブテーマ 3 高負荷活動従事者の疲労状態把握手法に関する調査研究 

 

3.1 概要 

 防火衣や防護服を着装しての消火・救助活動を実施する消防隊員，化学防護服を装着しての薬

物採取・除去活動従事者，暑熱環境下での建設・港湾現場での作業従事者などは，過酷な条件下

での高負荷活動を強いられる。防火衣や非エアー供給型の防護服は，通常の綿製の作業服に比べ

て，熱がこもりやすく，透湿性が悪いため，防火衣や防護服の中は，活動に伴う産熱や発汗によ

り高温多湿状態となる。このような状態での活動の継続は，活動従事者の加速度的な体力消耗を

招き，疲労蓄積だけでなく，適切な水分補給や休息，あるいは積極的な放熱がなければ，機能低

下として現れる疲労による集中力の低下，人的ミスや安全管理の欠如，熱中症を招く要因となる。 

 このようなインシデントの発生を未然に防ぐには，早期の休憩や交代の実施により，従事者の

運動能力，判断力の回復を図ることが望まれる。しかし現状では，従事者の活動低下の程度にも

とづく現場指揮者の判断や，一定の時間間隔による限定的な休憩（交代）の実施にとどまってい

る。従事者の疲労状態を科学的な数値で推し量ることができれば，従来の経験に基づく判断に科

学的検討からの支援が可能となることから，安全管理の向上に役立つと考えられる。しかしなが

ら，従事者の疲労状態を推し量るために利用できるデータの蓄積は殆どなく，活動に伴う疲労が

どのように蓄積されていくのか，この疲労の蓄積状況をどのような物理量で捉えることができる

かを判断するための客観的な数値基準も確立されていない。 

 暑熱環境下での高負荷活動の代表例として，消防活動が挙げられる。消防隊員は災害発生現場

で，ホースの搬送，放水，指令伝達，梯子・照明器具などの各種資機材の搬送，検索・救出活動

など，さまざまな活動を行っている。消防隊員の活動現場は，一般執務オフィスや生産工場など

のような管理された作業環境ではないため，活動に伴う負荷だけでなく，緊張感・不安感といっ

た心理的負荷も累加されるストレスの強い環境である。 

 通常，現場に出動する消防隊員は，熱抵抗の高い防火衣を着装する。防火衣は，火炎防御性能

および安全性に優れた防護服であるが，その反面，活動に伴う産熱や発汗による潜熱放散を著し

く抑制する。このため，従来から暑熱環境下における身体負荷に注目した測定[1, 2]が実施され，

身体冷却時機目安時間が提案されている[3]。さらに，熱中症予防対策として，水分補給に関する

研究[4]，冷却ベストの開発研究[5]，隊員の暑熱順化に関する研究[6]等が実施されている。また，

警戒体温に到達していることに気づかないままでの活動継続の結果，活動終了後にめまいや立ち

眩み等の症状を訴えた事例[7]も報告されている。 

 さらにここ数年，市民の要請率の増加により救急出動件数は増加の一途を辿っている[8]こと，

実施する応急処置も拡大傾向にあることなど，出動件数および活動内容の増加は，消防隊員の負

担増となっている。また，消防隊員の高齢化に伴う消防活動上の身体的な負荷の増加も懸念され

る。このため消防職員の体力維持・向上に注目した研究も実施されている[9-12]。 
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 以上のように，社会状況の変化や過酷な労働環境下における消防隊員の活動継続の結果として

現れる肉体的・精神的疲労に起因する人的ミスや安全管理の欠如，傷病者やその関係者との対応

時の齟齬などが生じる可能性がある。 

 そこで，消防活動を高負荷活動の代表例と位置づけ，消防活動中の消防隊員の疲労状態の変化

を実験的に把握することで，疲労がどのように蓄積されるのかを検討する。 

 

3.2 既往の研究 

3.2.1 唾液アミラーゼによる疲労評価 [13] 

 人体に加えられた様々な刺激は，感覚器で検知され，末梢神経を介して脳（中枢神経）に伝達

される。脳では，それらの刺激が認知され統合される。刺激に対応するために脳から発せられた

指令は，交感神経系や内分泌系を介して全身に伝達され，各器官の亢進（活性化）や抑制（沈静）

などの生体反応として現れる。交感神経系や内分泌系に直接または間接的に関与するバイオマー

カー（化学計測）の一つとして唾液アミラーゼを取り上げ，ストレッサーの強度に応じて濃度変

化を計測する。ストレスマーカーは，血液に含まれるものが多いが，その一部は唾液でも分析可

能である。急性ストレス検査に利用されている唾液から分析できるストレスマーカーは，非侵襲

で，随時性，簡便性に優れ，血液のようにサンプルの採取がストレッサーにならないというメリ

ットがある。 

 実際に，ある中学校の生徒 70 名(男子 36 名，女子 34 名，12~13 歳)を対象に 3 日間，登校直後・

給食前・授業終了後の 1 日計 3 回の計測が行われており，その結果，不安度が高いすなわち急性

ストレスが示唆されるほうが，不安度の低いすなわち健常な状態にあると考えられる中学生より

も唾液アミラーゼ活性値が高値を示した。一部では，唾液アミラーゼとメンタルヘルス指標の因

果関係が認められた。また，低ストレス状態では，メンタルヘルス指標に対する唾液アミラーゼ

活性の勾配が小さく無相関であるのに対し，高ストレス状態になるとメンタルヘルス指標に対す

る唾液アミラーゼ活性の勾配が大きくなっていることが分かっている. 

 この測定結果から，健常な児童生徒の心身ストレスが交感神経系の指標である唾液アミラーゼ

活性に反映されることが示されている。そこで本研究においても，交感神経－副腎髄質系の制御

だけでなく直接的に神経作用による制御も受ける唾液アミラーゼ（応答時間も 1~数分と短く，迅

速に反応するすぐれた指標）に着目した。 

 

3.2.2 主観的感覚(VAS, Visual analog Scale)による疲労評価 [15] 

 主観的な感覚（ストレスや痛み）を定量的に扱うための指標をもとに，救急隊員の疲労を分析

した結果が報告されている。使用する調査用紙には，「覚醒度」,「気分」,「意欲」,「気持ち」,

「身体的疲労」,「集中力」および「食欲」の 7 項目があり，各項目について両端に対語を記載し
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ている 100 mm のスケール上に，被験者自身が，その時の状態の位置をマークし，左側からの長

さを得点(最高 100 点)とする。得点が高いほど良好な状態を示し，低いほど疲労感を示す。 

 

図 3.1 VAS アンケート用紙 

 

 救急隊員 41 名（平均年齢 38.1 歳，標準偏差 7.3 歳）と消防隊員 65 名（平均年齢 32.2 歳，標準

偏差 10.3 歳）の勤務日と休日の 2 日間，上記の 7 項目について主観的感覚の変化が評価されてい

る。測定は，勤務開始時（朝），18 時頃（夕方），勤務終了直前（翌朝）の 3 回，休日も同時刻に

実施された。調査実施日には，出動・食事・睡眠などの活動状況も記録された。 

 結果は，勤務日において食欲を除くすべての項目で，朝から夕方，夕方から翌朝へと時間変化

と共に得点が減少した。食欲の項目は，各個人によりばらつきがあった。朝から夕方までで最も

得点が低下したのは身体的疲労と集中力，次いで気持ち，覚醒度の順であった。VAS 変化値と救

急隊員の年齢との相関関係はなかった。しかし，救急隊員の経験年数と気分，意欲，身体的疲労，

食欲の 4 項目では正の相関関係が，出動件数と身体的疲労には負の相関関係が確認された。休日

においては，すべの項目で朝に比べて夕方に得点が上昇し，翌朝にはまた朝と同水準まで低下す

ることが報告された。 

 

3.2.3 心拍数による疲労評価 

 災害活動中の消防隊員,および出動,事務処理中の救急隊員の心拍数変化および交換・副交感神経

活動変化から隊員の負担を評価した調査があり，以下のように報告されている[15]。 

・消防隊員 

 被験者は 71 名（平均年齢 32.4 歳）で，ホルター心電計を装着した状態で勤務（24 時間 10 分）

し，この 1 勤務間の RR 間隔データを周波数解析し，得られたパワースペクトル密度の低周波

数帯（0.04~0.15 Hz）の値を LF，高周波数帯（0.15～0.4 Hz）の値を HF として，心拍数変化（ΔHR）

と交感神経変化率（ΔLF/HF）に注目した。なお実験は 5 ヶ月間実施され，この期間中の出動件

数は計 50 件であった。 

 ΔHR を時間経過毎で注目すると，指令音から 0~2 分後の時間帯が約 70％と他の時間帯に比

非常にすっきりしている

非常に良い

やる気満々

非常に楽観的

体が非常に軽い

非常に集中できる

非常に食欲がある

〈良好〉〈低下〉

たまらなく眠い

非常に悪い

全く何もしたくない

非常に悲観的

全く集中できない

全く食欲がない

体が非常に重い

覚醒度

気分

意欲

気持ち

身体的疲労

集中力

食欲
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べて特に高値を，また指令区分別では，ガス漏れ，火災，他の緊急走行の出動が，指令直後は

80％，現場到着後も 40％程度と特に高値であった。出動時間帯別では，22~7 時が 86.7％と他

の時間帯に比べて 2 倍以上高値であった。 

 ΔLF/HF は，出動指令時に最も高い値となった。交感神経は徐々に低下するが，現場が近付

くにつれてさらに上昇すること，心拍数は体動以外にも交感神経の緊張によって増加すること

が明らかとなっている。 

・救急隊員 

 被験者は 49 名（平均年齢 34.2 歳）であり，1 勤務（24 時間 10 分）と休日 3 時間の間，ホル

ター心電計にて RR 間隔データを取得し，周波数解析結果をともに，心拍数変化（ΔHR）と交

感神経変化率（ΔLF/HF）に注目した。なお，実験は 6 ヶ月間実施され，当務日は 18 当務で出

動件数は計 139 件であった。 

 心拍数は，現場活動開始直後，出動直後，病院到着直後に上昇していることが観測された。

また，傷病者の年齢が上昇し，負傷程度も重度を増すほど心拍数が増加した。 

 心拍数と加速度のピアソンの相関分析から，出動時の注意集中，緊張，恐怖などの情動反応

によるストレスにより，心拍数が 20~50 拍/分増加することが分かった。ΔLF/HF 値は，0:00~7:00

の時間帯が最も高い値を示した。仮眠時の出動時には，仮眠による身体機能低下を交感神経の

亢進によって補うことが確認された。 

 

3.3 目的 

 高負荷活動従事者の疲労状態をリアルタイムで客観的に推し量る手法の開発を最終目標とし，

第一段階として，消防活動時における隊員の疲労状態を示す物理量の取得と，得られたデータを

基に科学的な根拠に基づいた判定指数の導出とその数値基準の検討を目的する。 

 

3.4 解析手法 

3.4.1 汎用時系列データ解析システム MemCalc について [16] 

 本研究では RR 間隔データの周波数解析に MemCalc を用いた。MemCalc システムは，パーソ

ナルコンピュータ上で動作する汎用の時系列データ解析システムである。現在，このシステムを

用いた医学・生物学データ，理学・工学データ，経済・行政データ解析が，各方面の専門家によ

り精力的に進められている。 

 本システムの第一の特徴は，スペクトル解析法としての最大エントロピー法(MEM)を，理論的

厳密性を損なうことなくシステム上に実現したことである。その結果，MemCalc では，MEM の

原理的特徴を十分に発揮できるようになっている。MEM は，その優れた特徴にも関わらず理論的

に難解であり，また，計算量が膨大となる等の理由から，これまで手軽に利用できるコンピュー
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タシステムは存在しなかった。MemCalc は，これを克服したはじめてのシステムである。 

 第二の特徴は，MEM と非線形最小 2 乗法の組み合わせによって，非線形非定常時系列データの

新たな解析体制を提起したことである。この手続きは非線形最小 2 乗法の困難を解決する新たな

方法を提起するものとなっている。 

 第三の特徴は，その汎用性にある。例えば，医学・生理学分野において現在進められている解

析に限っても，24 時間～1 週間の血圧・心拍数の間欠測定結果（ABPM データ），血圧連続測定デ

ータ（一拍毎のデータ），心電図（RR 間隔データ），脳波，数週間に及ぶ体温・行動量データ，糖

尿病患者の FBP 等の変動データなど，多岐にわたっている。このことを可能にしているのは，

MemCalc システムが特定の時系列データの特殊な事情に依拠することなく，あくまでも理論的に

厳密に構成されていることにある。 

 第四の特徴は，その簡便性にある。MemCalc システムは数値演算や用いるコンピュータシステ

ムの詳細に立ち入ることなく解析を遂行し得るように，すべての処理を優れたマン・マシン・イ

ンターフェイス上に実現している。また，特殊なコンピュータシステムを用意する必要はなく，

数値演算プロセッサを付加するだけでパーソナルコンピュータ上で動作する。 

 

3.4.2 FFT との比較 [16] 

 時系列データの解析の方法に，伝統的な手法として高速フーリエ変換（FFT）をその代表とす

るスペクトル解析によるものがある。FFT はその原理的単純さに加え，近年の集積回路技術の発

展に伴い，さまざまなハードウェアとしても実現されている。この結果，より高速・大規模に計

算を行うことが可能となっており，当初の電子通信分野における応用を大きく超えて，理工学分

野のみならず，行政・経済・医学データなどを含むさまざまな分野で用いられるに至っている。 

 しかしながら，この解析方法は多くの問題を抱えている。FFT は本来，離散データのフーリエ

成分を高速に求めるためのアルゴリズムであって，スペクトル推定法そのものではない。またそ

の理論的構成上，真のスペクトルを得るためには無限の過去から無限の未来にわたる時系列デー

タを必要としており，現実の有限の長さのデータを解析するためには，ウインドウ函数などを経

験的に導入する必要がある。そのうえで，スペクトルの分解能，安定性，短いデータの処理につ

いてさまざまな欠点が指摘されてきている。例えば，図 3.2 に見られるように，FFT ではウイン

ドウ函数やデータ打ち切りによる影響が無視できない。 
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図 3.2 FFT と MEM の比較 [16] 

(a)真のスペクトル 

(b)FFT の結果(打ち切りの影響が見られる) 

(c)FFT の結果(適当なウインドウ関数を用いた場合) 

(d)MEM によるスペクトル  

 

3.4.3 MEM 解析処理の流れ [16] 

 MEM-PSD および自己相関関数の導出は，必要な前処理および後処理を網羅した次の一連の手

続きとして実現されている。 

(1) 時系列データの入力 

 MemCalc システムはデータ解析システムであり，その処理すべきデータは観測対象に応じて

別途に用意されるデータ収集システム，またはエディタ等により，磁気情報は時系列データと

してシステムに読み込まれる。 

(2) 時系列データの修正(修正時系列データの作成) 

 時系列データをスペクトル解析処理の俎上に載せるためには，必要に応じて時系列データに

補正を施す。この修正は 2 つの側面から行われる。第一は観測システムの不備等に起因するは

ずれ値や欠落値を修正すること，また不等時間間隔の測定の場合にデータを等時間間隔化する

ことである。第二は必要に応じて時系列データにバンチング処理を施し，対数をとり，または

移動平均処理を行い，修正時系列データを得ることである。 

(3) 情報量基準および CCT 基準の導出 
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 こうして得た修正時系列データに対して情報量基準と CCT 基準を計算する。必要に応じて元

の時系列データが更に修正され，情報量基準と CCT 基準が再計算される。こうして情報量の極

小値を与えるラグ（フィルターの項数）をおさえ，また CCT 基準により算出されたラグをおさ

えることにより，安定した MEM スペクトルを得ることができる。 

(4) MEM-PSD と自己相関函数の算出 

 情報量基準およびCCT基準により求めたラグ値に基づきMEM-PSDと自己相関函数を計算す

る。特に PSD のピーク位置は高精度に算出される。 

(5) スペクトルピーク周波数と周期の抽出 

 MEM スペクトルからそのピーク周波数と周期（ピーク周波数の逆数）が抽出される. 

(6)処理結果の出力 

 すべての処理結果は，図形印刷出力，数表印刷出力，または磁気情報ファイルとして必要に

応じて出力される。 

 以上の一連の手続きにより，例えばデータ点数が少なく，しかも大きなゆらぎないし雑音を含

むデータ（データ処理の立場からは最も解析が困難なデータ）からも満足すべき精度で MEM ス

ペクトルを算出し，また周期構造を抽出することが可能となる。 

 

3.5 実験 

3.5.1 実験概要 

 実際の消防活動現場で活動中の消防隊員の生体，生理および心理の各基礎データを入手するこ

とは非常に困難であるため，高温多湿環境を模擬できる人工気候室で測定した。本実験での人工

気候室の室温は 35℃，湿度は 60～70％に設定した。 

 実験の趣旨を十分に説明し同意を得た横浜市消防局に勤務する男性職員 18 名（29~42 歳）を被

験者とした。上記の高温多湿環境に設定した人工気候室において，各被験者に防火装備（防火帽，

防火衣，防火ズボン，長そで作業服，皮手袋，運動靴）着装のもと，低負荷（1.5 [kg・m]，最大

負荷継続 10 分）と高負荷（3.5 [kg・m]，最大負荷継続時間 40 分）の 2 種類の負荷活動を自転車

エルゴメータ（図 3.3 参照）でかけたときの，外耳温度，RR 間隔，呼吸代謝量（呼吸数，酸素摂

取量および二酸化炭素排出量）を連続計測した。2 種類の負荷活動の休息時間は 5 分間とした。

負荷活動前後に，α-アミラーゼ濃度，血中乳酸値，VAS 値を測定した。測定装置の概要を表 3.1

に示す。なお，外耳温度と RR 間隔データは，負荷活動中断後 25 分間計測を継続した。 

 10 分の低負荷活動は，いずれの被験者も完遂したが，40 分の高負荷活動を完遂した被験者はい

なかった。高負荷活動における活動中止の判断は，自転車エルゴメータのペダル回転数が 50 回転

を維持できない，リアルタイムでモニターしていた体温あるいは心拍数が基準値を超えたという

条件から実験実施責任者が行った。 
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回転数 50 rpm 

 
図 3.3 自転車エルゴメータを用いた負荷活動内容 

 

表 3.1 測定項目と測定装置の概要 

呼吸代謝  
呼気代謝測定装置：（有限会社エスアンドエムイー，VO2000）から

の出力をデータロガー：（有限会社エスアンドエムイー，DL-1000）
を介して，PC に保存 

外耳温度 
深部体温センサー（有限会社エスアンドエムイー，DL-242）を用い

1/1000 秒間隔で測定 

RR 間隔 
心電パット(Blue Sensor P)と心電心拍センサー（有限会社エスアンド

エムイー，DL-310）を用いて 1/1000 間隔で心電波形を連続測定 
取得データを MemCalc/win にて周波数解析 

α-アミラーゼ濃度 唾液アミラーゼモニター（CM-2.1）を用いて実験前後で測定 
VAS 値 VAS アンケート用紙を用いて実験前後で測定 

血中乳酸値 
ラクテートプロ簡易血中乳酸測定器（アークレイ株式会社，LT-1710）
を用いて実験前後で測定 
活動終了後，5 分毎に 5 回測定（高負荷活動終了後 25 分まで） 

 

3.5.2 実験手順 

(1) 人工気候室内の前室にて，座位の状態で安静を保ち，α-アミラーゼ濃度，血中乳酸値，VAS

値を測定 

(2) 人工気候室の本室へ移動し，各種センサーおよび防火装備を着装 

(3) 自転車エルゴメータを用いての負荷活動実験 

(4) 測定終了後，速やかに防火装備を脱衣し，血中乳酸値を測定。任意の体勢で α-アミラーゼ

濃度，VAS 値を測定 

(5) 人工気候室内の前室へ移動し，座位の状態で安静を保ち，血中乳酸値を測定終了から 25 分

後まで 5 分毎に計測。血中乳酸値の計測終了で実験終了 

 

3.5.3 整理手順 

 RR 間隔の周波数解析には MemCalc/win を用いた。解析条件として，セグメント長さは 3 分，

セグメント毎の隔たりを 10 秒とした。サンプリング時間の 2 倍の逆数～0.4 Hz のパワースペクト

ル密度と周波数の関係から β値を算定した。α-アミラーゼ濃度，VAS 値，血中乳酸値は負荷活動

前後の値を比較した。 

10min
1.5kg・m

5min
休憩

40min
3.5kg・m
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3.6 結果と考察 

3.6.1 生体情報変数の変化 

3.6.1.1 高負荷活動継続時間 

 すべての被験者は低負荷活動を完遂したが，高負荷活動を完遂した被験者はいなかった。図 3.4

に示したように，高負荷活動継続時間は 5.6 分～23.9 分（平均時間：12.0 分）と被験者により大

きな時間差があった。 

 
図 3.4 高負荷活動継続時間 

図 3.5 高負荷活動中断から外耳温度が最高値

を示した時点までの時間と高負荷活動継続時間

の関係 

図 3.6 高負荷活動中断から外耳温度が最高値

を示した時点までの時間を高負荷活動継続時間

で除した比と高負荷活動継続時間の関係 

図 3.5 に高負荷活動中断から外耳温度が最高値を示した時点までの時間を高負荷活動継続時間に

対してプロットした結果を示す。これから，高負荷活動継続時間が 15～20 分未満では，活動継続

時間が長くなるにつれて活動中断から最高温度呈示時間までの時間が徐々に短くなる傾向が，一
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方，継続時間が 20 分以上の場合，逆に長くなる傾向が読み取れる。さらに，図 3.6 に高負荷活動

中断から外耳温度が最高値を示した時点までの時間を高負荷活動継続時間で除した比（時間比）

と高負荷活動継続時間の関係を示す。図 3.5 よりもデータのばらつきが小さくなり，上述の傾向

がより鮮明になった。 

 

3.6.1.2 RR 間隔 

 RR 間隔から求めた心拍数（今回の測定では 3 分間の平均心拍数で，平均時間の終端時間にデー

タをプロットした）の経時変化の一例を図 3.7 に示す。これから，低負荷活動での心拍数は 110 bpm

まで単調に増加したあと休憩期間中に活動前の心拍数まで低下した。その後，高負荷活動の開始

とともに心拍数は 150 bpm まで跳ね上がり，その後活動継続不可時間まで単調に心拍数は 200 bpm

まで増加した。 

図 3.7 自転車エルゴメータ負荷実験中の 3 分間の平均心拍数の経時変化の代表例 

 

図 3.8 自転車エルゴメータ負荷実験中の 3 分間の平均心拍数の最高値 

他の被験者の高負荷活動終了時の最高到達心拍数の結果を図 3.8 に示す。これより，いずれの被
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験者も 160 bpm を超え，被験者によっては 200 bpm を超えていた。 

 現場活動データを入手することは非常に難しいが，現場に出動し帰還までの消防隊員の心拍数

変化を測定した貴重な結果（図 3.9）が橋本[15]により報告されている。この測定例では，瞬時心

拍数が 140 bpm を超えた状態での活動が継続され，最高心拍数が 180 bpm を超えることもある事

を示している。Barnard ら[17]は，ロスアンゼルスの消防隊員 35 名の災害活動時の心拍数測定を実

施し，空気呼吸器を装着していない隊員の消火活動 15 分間の平均心拍数が 188 bpm であったと報

告している。Sothmann ら[18]は，10 名の消防隊員の住宅火災対応時の最高心拍数が平均で 178 bpm

と報告している。これらの貴重な現場での実測値と比較しても，今回の自転車エルゴメータを用

いた高負荷測定は各被験者が肉体的疲労限界まで漕ぎきった測定結果になっていると考えられる。 

 

図 3.9 現場出動した消防隊員の瞬時心拍数変化の実測例[15] 

 

3.6.1.3 外耳温度 

 負荷活動中のある隊員の外耳温度の経時変化の一例を図 3.10 に示す。 

図 3.10 自転車エルゴメータ負荷実験中の外耳温度の経時変化の代表例 

 

これより活動中の隊員の外耳温度は，低負荷活動開始とともに徐々に上昇し始め，10 分後の休憩

時間帯でも単調に上昇を続ける。その後，高負荷活動中ではその温度上昇勾配が大きくなる傾向

が読み取れる。高負荷活動中断後も外耳温度はわずかにその温度上昇勾配が鈍るものの上昇を続
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け，最高温度に到達後，単調に低下することが確認できる。 

  

   図 3.11 負荷活動中の外耳温度上昇      図 3.12 活動終了後からの外耳温度上昇 

 

いずれの被験者においても，高負荷活動中断後の外耳温度の上昇が確認でき（図 3.11 参照），被

験者全員の平均温度上昇は 2.92 ℃，標準偏差は 0.77 ℃であった。さらに，高負荷活動中断後の

温度上昇を整理した結果（図 3.12）から，被験者全員の平均温度上昇は 0.78℃，標準偏差は 0.31℃

であった。ただし，今回の測定では，指揮者の判断で被験者の外耳温度が閾値（39 ℃）を超えと

ころで，高負荷活動を中断させた数人の被験者の結果も含まれている。この活動中断後の温度上

昇を各被験者の BMI（Body mass index，身長の二乗に対する体重の比で体格を表す指数）にプロ

ットした結果を図 3.13 に示す。これより，被験者の体格に係わらずほぼ一定の温度上昇を示した

ことが読み取れる。 

 

図 3.13 高負荷活動中断後の温度上昇と各被験者の BMI との関係 
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3.6.1.4 α-アミラーゼ濃度 

 被験者の負荷活動前後での α-アミラーゼ濃度の変化を図 3.14 に示す。被験者 18 名中 11 名の被

験者で負荷活動終了後に α-アミラーゼ濃度の上昇が確認された。α-アミラーゼ濃度が減少した被

験者に関しては，汗の混入，唾液量が極めて少ないことが原因と考えられる。 

 

3.6.1.5 VAS 値 

 活動後の VAS 値（全項目の平均値）から活動前の VAS 値の値が減少した隊員は 3 名であった。

精神的なストレスは必ずしも運動負荷により増加するという訳ではないことが分かる. 

 

図 3.14 負荷活動前後での α-アミラーゼ濃度の変化 図 3.15 負荷活動前後での VAS値の変化量 

 

3.6.1.6 血中乳酸値 

 図 3.16 に負荷活動前後における各被験者の血中乳酸値の結果を示す。負荷活動前の血中乳酸値

は 2 人を除き，4mmol/L の OBLA（Onset of Blood Lactate Accumulation，乳酸性作業閾値）以下の

数値であり，通常，50～70 %VO2max 程度の運動であれば，血中乳酸濃度は 2～3 mmol/L 程度で，

それ以上増加することはないと言われている[19]。高負荷活動中断直後の各隊員の血中乳酸値はい

ずれも活動前の値よりも大きく上昇しており，4～15 mmol/L となった（図 3.17）。 

 さらに，高負荷活動中断後から 5 分毎に 25 分後まで血中乳酸値を測定し，時間変化を表したの

が図 3.18 である。各測定時間における被験者の平均値を記号○で，各時間における血中乳酸値の

ばらつきを標準偏差として算出し棒線でその幅を示した。これから，限界まで活動後，筋活動が

通常に戻るまで（4mmol/L 以下になる），5 分以上の時間が必要なことが示唆される。さらに図 3.19

に示したように，高負荷活動中断直後の血中乳酸値で各時間の値を除すことで，時間に対する依
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存性は，無次元血中乳酸値=exp(-0.0362t) と表すことができた。 

 

  

図 3.16 負荷活動前後での血中乳酸値    図 3.17 負荷活動前後での血中乳酸値の変化量 

 

図 3.18 活動中断後の血中乳酸値の時間変化 図 3.19 活動中断後の規格化した血中乳酸値の

時間変化 

 

3.6.2 周波数解析結果 

 負荷活動中の RR 間隔データをもとに MemCalc/win にて実施した周波数解析により得られたパ

ワースペクトル密度(Power Spectral Density, PSD)と周波数の関係を，低負荷活動開始直後，低負荷

活動終了直前，高負荷活動開始直後，高負荷活動終了直前，負荷活動中断 5 分後および負荷活動

中断 15 分後の 6 時刻を代表時間として，周波数に対する PSD 波形の変化の代表例を図 3.20 に示

す。これから，低負荷活動開始直後，低負荷活動終了直前の周波数に対する PSD 波形は，周波数

が低い成分ほど PSD は大きく，周波数が高くなるにつれて PSD が徐々に小さくなるという，同様
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の波形を示したことから，10 分間の低負荷活動による心肺への負荷は小さいと考えられる。高負

荷活動終了直前の PSD 波形も低負荷時とほぼ同様の波形を示したが，高負荷活動中断直前の PSD

波形は，これまでと異なり，0.1 Hz 以上の高周波領域での PSD 波形が周波数に対する依存性を見

せず，ほぼ一定のパワーを維持する（平坦化）特徴的な形状に変化した。この平坦化の原因の一

つが呼吸反射の影響を受けているためと考えられることから，心肺機能への負荷が大きくなって

いることを意味している。活動中断後 5 分後の PSD 波形には 0.1 Hz 以上の周波数領域での平坦化

が少し解消されているが，高負荷開始直前の PSD 形状とは異なることから心肺機能が十分に回復

したとはいえない。活動中断後 15 分後の PSD 波形においても 0.1 Hz 以上の周波数領域での平坦

化現象が残っていることが確認できる。このように PSD 波形の形状を監視することで心肺機能へ

の負荷状態を推測することができると考えられる。 

 

 

 

 

図 3.20 負荷実験測定中の各時刻における PSD と周波数の関係（被験者 2013I） 
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3.6.2.1 揺らぎ指標（β）の変化 

 上述したように，PSD 波形形状を監視することで心肺機能への負荷状態を推測することが可能

であるが，現場での利用を想定した場合，PSD 波形の形状変化を表す数値で心肺機能への状態を

推測できる方がより簡便で，使い易い。そこで対数パワーが対数周波数に反比例するといういわ

ゆる 1/f ゆらぎの性質を利用して，PSD∝1/f βと近似したときの β値の変化に注目した。代表例と

して，ある被験者の負荷実験中の心拍数（3 分間の平均値）と βの経時変化を図 3.21 に示す。な

お，βの値は，サンプリング時間の 2 倍の逆数～0.4 Hz の PSD に累乗近似した傾きとして算出し

た。これから，低負荷活動前の β値は 2 前後（歩くなどの低負荷活動で観測される値）であり，

低負荷活動中（心拍数は 100 bpm から 120 bpm へと上昇）は β=1.0 から β = 1.5 へと僅か増加が確

認できる。なお，過去の測定結果[20]から，= 1 は安静時（座位時）に相当することから，リラ

ックスした状態であると考えられる。高負荷活動開始直後に心拍数は 100 bpm から 140 bpm へと

急激な上昇が生じ，この心拍数の変化に引きずられるように β値も 2.5 程度まで上昇し，最高値

に到達した後，高負荷活動中断時刻まで，単調に β値は減少した。この β値の減少は，図 3.20 に

示した 0.1 Hz 以上の高周波領域での PSD 波形の平坦化によると考えられる。 

 

図 3.21 負荷実験中の平均心拍数と βの経時変化の代表例（被験者 2013H） 

 

 

図 3.22 各被験者の低負荷活動での β値の変動 
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 低負荷活動，高負荷活動別に β 値の変化を追跡した。まず低負荷活動時の β 値の変動結果を図

3.22 に示す。低負荷活動での βの最高値は β = 2.4 付近であり，いずれの被験者の β値の変動幅も

1 以下であった。低負荷活動ではすべての被験者が完遂したことから，この範囲の β 値では，活

動に支障が生じるほどの負荷がかかっているとは考えられない。 

 図 3.21 に示したように，高負荷活動中はほとんどの被験者の β値が低負荷活動時の β値よりも

小さい値となった。図 3.20 に示した低負荷活動中と高負荷活動中の PSD 波形の比較からも分かる

ように，高負荷活動中は，呼吸の影響を受け，0.1 Hz 以上の高周波領域での PSD の平坦化が生じ

ているためであると考えられる。 

 

図 3.23 高負荷活動中の最高 β値 図 3.24 β値の低下が開始した心拍数 

 

 図 3.23 に各被験者の高負荷活動中の β 値が減少を始める直前の β 値（β の最大値）を示す。β

値は 1.94 < β ＜ 3.45 の範囲で変動した（平均値：2.77，標準偏差：0.36）。ただし，各被験者はこ

の β 値となった直後に高負荷活動を中断した訳ではないことから，この数値に到達するまでは負

荷活動は継続できると考えられる。そこで，活動中断の指標としてではなく，活動の継続に対し

て注意を与える指標として，β 値の平均値を利用できると考えられる。しかしここでの β=2.77 と

いう値は，被験者 18 名のデータで決定した値であることから，今後さらに被験者を増加あるいは

実験条件の変更を加えたデータの蓄積が必要である。さらに，平坦化が生じた状況下での疲労状

態を類推できる指標（活動中断を判定できる指標）を見いだし，その閾値の決定が必要である。 

 図 3.24 に各被験者の高負荷活動中の β 値が減少を始めたときの心拍数（3 分間の平均値）の結

果を示す。これから，呼吸の影響が現れだす目安の心拍数は 140 bpm であると考えられる。 
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3.6.2.2 酸素摂取量・二酸化炭素排出量 

 代表例として，被験者（2013O）の負荷活動中の酸素摂取量(VO2)および二酸化炭素排出量(VCO2)

と 3 分間の平均心拍数の経時変化を図 3.25 に，同じく VCO2 と VO2 の比（VCO2/VO2）と 3 分間

の平均心拍数の経時変化を図 3.26 に示す。 

 

図 3.25 負荷実験中の酸素摂取量・二酸化炭素量と心拍数の経時変化（被験者 2013O） 

図 3.26 負荷実験中の呼気中の CO2/O2 と心拍数の経時変化（被験者 2013O） 

 

成人の場合，安静時の正常呼吸は 1 分間に 12～20 回の頻度で 500 ml 程度の空気の吸息と，呼息

を無意識のうちに周期的に繰り返していると報告されている[21]。低負荷活動時の VCO2 および

VO2 ともに約 500 ml 程度であり，心拍数も 100～110 bpm 程度であることから負荷の程度は低い

と考えられる。ところが，高負荷活動になると，心拍数の増大とともに VCO2，VO2 も 1.5 l/min

まで増大した（被験者によっては 2.5 l/min まで上昇した結果も見られた）。心拍数が 180 bpm を超

えるあたりから VCO2，VO2 ともに大きく変動した。他の被験者（2013R）においても心拍数が

180 bpm を超えるあたりから VCO2，VO2 ともに大きく変動した結果を示した例もあったが，今

後データ数を積み重ねることで，VCO2，VO2 と心拍数の関係をより明確にする必要がある。な
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お，休息中の 5 分間は測定用のマスクを外したことから VCO2, VO2 ともに数値はゼロとなってい

る。低負荷活動中では，すべての被験者の VCO2 と VO2 の比（VCO2/VO2）が 1 以下であった。

一方，高負荷活動中では，被験者 18 人中 14 人が，VCO2 と VO2 の比（VCO2/VO2）が 1 を超え

た。これから低負荷活動はすべての被験者が有酸素運動状態，高負荷活動中ではほとんどの被験

者が無酸素運動状態であった判断できる。 

 

3.6.2.3 揺らぎ指標あるいは心拍数と有酸素運動，無酸素運動との関係 

 各被験者の高負荷活動開始から β 値が減少を始めるまでの時間および高負荷活動開始から無酸

素運動に突入するまでの時間を被験者毎に比較した結果を図 3.27 に示す。ここで β値が減少を始

めるまでの時間とは図 3.21 に示したように，β 値は高負荷活動開始後時間経過とともに上昇から

減少へと変化するが，高負荷活動開始時間からこの境界が出現するまでの時間を指す。図 3.27 か

ら分かるように，ほとんどの被験者が高負荷活動開始 3 分前後で β 値が減少を始めたことが読み

取れる。さらに，各被験者の高負荷活動開始から無酸素運動に突入するまでの時間も図 3.27 に合

わせて示した。ここでの高負荷活動開始から無酸素運動に突入するまでの時間とは，高負荷活動

開始時間から VCO2/VO2 の値が 1 を超えた時間までの時間であるが，4 名の被験者に関しては，

VCO2/VO2 の値が一時的に 1 を超えたり越えなかったりという変動があったため，最初に 30 秒以

上 1 を超えた時間を無酸素運動に突入した時間とした。これより，ほとんどの被験者が 1～2 分前

後で無酸素運動に突入していることが読み取れる。 

 

図 3.27 各被験者の高負荷活動開始から β 値が減少を始

める時間と無酸素運動に突入するまでの時間 

 

また 1 名(2013R)を除き，無酸素運動に突入した被験者は，高負荷活動開始から β値が減少を始め

るより少し前に無酸素運動に突入している。高負荷活動開始から β値が減少を始める時間につい

ては，今回の解析セグメントの長さの影響を受けている可能性があり，被験者によっては，3 分

よりも早く β値の減少を起こしている可能性も否定できない。しかし，高負荷活動開始から無酸
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素運動に突入するまでの時間と同等か少し遅い程度になる可能性が高いことから，無酸素運動突

入が β値の減少を招いている可能性が高いといえる。 

 

3.6.3 疲労状態推定指標の提案 

 上述したように，低負荷活動では，すべての被験者が有酸素運動状態であり，ほとんどの被験

者の β値の変動は横ばいあるいは穏やかな上昇を示した。しかし高負荷活動では，ほとんどの被

験者が無酸素運動に突入後まもなくして β値の急激な減少が生じている。これらのことから無酸

素運動とならない負荷活動では，β値の変動を追跡することで活動者の疲労状態を判定できる可

能性が高い。しかし無酸素運動となるような高負荷活動下では，β値以外の指標を用いる必要が

ある。 

 現場活動者から入手する情報として，体温（外耳温度）および RR 間隔を想定し，ある負荷が

課せられた状況下で活動する者の疲労状態判定ロジックを図 3.28 に示す。体温については，図 3.21

に示したように，活動中止とともに体温上昇が停止する訳ではなく，体温は上昇し続ける（本実

験結果では 1 ℃程度上昇が確認された）。そこで，高温側の温度閾値として 39 ℃，低体温予防の

ために低温側の閾値として 33℃を設定する。また，RR 間隔の周波数解から得られる活動域の β

の上限値として，高負荷活動中の β値が減少を始める直前の β値の平均値である 2.77 を閾値とし

た。 

 

図 3.28 負荷活動実施中の活動者の疲労状態判定ロジック 

 

3.7 まとめ 

 消防活動を高負荷活動の代表例と位置づけ，現場活動する消防隊員の疲労状態をリアルタイム

で客観的に推し量る手法の開発を目標とし，高温多湿状況を再現した人工気候室内で，自転車エ

ルゴメータを用いた 2段階の負荷活動を横浜消防局所属の 18名の現役隊員に課した実験を実施し

た。外耳温度，RR 間隔および呼吸代謝（酸素摂取量，二酸化炭素排出量，呼吸数）は連続測定し
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た。唾液中の αアミラーゼ濃度，VAS 値および血中乳酸値については，負荷活動前後で測定した。

これら一連の取得結果をもとに，体温（外耳温度）および RR 間隔データを周波数解析すること

で得られる心拍ゆらぎ指標を判定指標とした，疲労状態判定ロジックを提案した。なお，今回提

案した手法は，負荷がかかった状態でも有酸素運動が行えている状態が対象となっているため，

無酸素運動となるような高負荷活動下では，別の判定指標の導入が必要である。 
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付録（生体情報について） 

血液 [1] 

 血液は，細胞成分（赤血球，白血球，血小板）と血漿から成り，約 55％の液体成分の中に約 45％

の有形成分が浮遊している組織である。主な働きに，運搬の働き，体内の酸‐塩基平衡の維持，

体液量の維持，身体防衛作用，止血作用などが挙げられる。血液の約 55％を占める血漿中にはタ

ンパク質が含まれており，電気泳動法でアルブミンとグロブリンとに大別される。激しい運動を

行うと乳酸やピルビン酸などの代謝産物が血液中に蓄積され，筋疲労の原因の一つとされている。 

 

心拍数 [2] 

 一つ一つの心筋細胞は，おのおの活動電位を発生する。心筋細胞の集合体である心臓にも周期

的な電位変化が起こる。このような心臓全体の電位変化を体表面から記録したのが心電図である。 

 心電図の各成分は，順番に P, Q, R, S, T 波と名付けられている。P 波は心房の興奮過程に，QRS

波は心室全体に興奮が伝播していく過程に，T 波は心室の再分極によるものである。心室の再分

極による成分は QRS と重なるため見分けられない。したがって，PQ 間隔は心房内興奮伝導と房

室間興奮伝導時間に相当することになるが，房室間興奮伝導時間がほとんどを占める。QT 間隔は

心室の興奮時間に相当する。ST 部分は心室全体が一様に興奮しているため電位は 0 になる。 

 これらのうちの R 波と R 波の間の時間間隔を RR 間隔といい，脈が 1 拍打つ時に要する時間を

意味する。このため 1 分間を RR 間隔で除した数値が心拍数となる。RR 間隔データから変換した

心拍数（= 60,000 / RR 間隔）。RR 間隔は msec の次元をもつ。 

 ヒトが外からの刺激を受けると，交感神経や副交感神経を介して RR 間隔に影響を及ぼし心拍

数が変動する。その変化した数値からストレスの大きさや精神的疲労を読み取る指標として用い

られている。 

図 A-1 心電波形の典型例 

 

体温 [3] 

 ヒトの体は，運動をすることにより増加した体熱産生量と体熱を放散するための体熱放散量を

平衡に保つ仕組みになっている。つまり，運動に伴って体熱産生量が急増するが，熱放散の増加
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は少し遅れる。この時間的な差違を生じることにより体温が上昇するものと考えられる。ある時

間が継続したならば，熱放散が十分に行えるようになり，熱産生量と平衡をとり，さらに運動初

期に貯熱された分まで調整して一定温度に戻そうとする。このように，体温上昇に関しては，体

温が上昇し続ける上昇期，高いレベルでとどまる極期，体温の下降する下熱期とがある。 

 運動時には安静時の 20 倍近い熱産生となり，その結果，筋温が上がり筋の周辺組織にこの熱が

伝導され血液温度も上昇する。この人体内部の体温を深部温という。同時に，筋血流量も増加す

ることにより皮膚血流量も増加するので，体表面からの熱放散をも促進する。このときの体表面

の体温を皮膚温という。 

 一般的に，深部温は運動開始後，急激な静脈性還流量増加による一時的な低下を示した後に上

昇が見られる。皮膚温は，運動初期には急速な血流配分の変化や反射的な皮膚粘膜などの血管収

縮により低下する。しかし，運動後には持続的な代謝亢進，老廃物の排出および体熱放散などの

ために皮膚血流量が増加し運動後の方が高値を示す。 

 このように，体温の変化の様子によってどれ程の運動負荷量がかかったかということを推し量

ることのできる指標として用いることができる。 

 

唾液 [4] 

 唾液アミラーゼ活性(salivary amylase activity)は，交感神経系活性を反映するため，通常は精神的

ストレス，肉体的ストレスの双方を反映する[5]。 

 ・特徴…粘調不透明な液体．脱水時には唾液分泌が抑制される。 

 ・成分…水分 99％以上 

     有機物(亜鉛含有タンパク質など)0.4~0.5％ 

     無機物 0.1~0.3％ 

 ・1 日分泌量…1~1.5L(個人差が大きく，体調による変動も大きい) 

 ・pH…6.3~6.8(分泌が盛んになるとアルカリ性に傾く) 

 ・比重…1.002~1.008 

 ・無条件反射と条件反射がある 

   ⅰ)無条件反射…口の中に食物が入ると機械的刺激や味覚などによって反射的に唾液が分泌

される 

   ⅱ)条件反射 …食物を見たり，臭いをかいだり，連想するだけで唾液の分泌が起こる 

 ・唾液量を支配する神経 

刺激 状態 分泌量 分泌物 

副交感神経系 リラックス 多い 水溶性 

交感神経系 緊張 少ない 粘調性 
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※副交感神経は主として抑制的であり緊張すると次の活動に備えてエネルギーを

蓄える休息の態勢となり，交感神経は主として促進的で緊張するとエネルギーを

使って運動を遂行し持続するのに好都合の態勢となる。 

・唾液の種類 

唾液線の種類 分泌量 機能的分類 主な作用 

耳下線(20%) 水溶性 漿液性 消化が主 

顎下線(75%) 水溶と粘調性の混合 混合性 食物を潤滑化 

舌下線(5%) 粘調性 粘液性 食物を潤滑化 

 

血中乳酸値 [5] 

 血中乳酸値が高いということは，まず糖の利用が高まったということである。そのことは酸素

がないということを意味しない。酸素が十分ある状態でも，糖分解が高まれば乳酸産生は高まる。

一方，血中乳酸値濃度が一定であるということは，乳酸ができていないということではなく，で

きている量と利用されている量が一緒ということである。 

 通常の条件であれば，血中乳酸濃度が高いということは，糖の利用が高いことであり，そのこ

とは身体にとって負担度が高い状況であるから，糖を多く利用しているということである。そこ

で，血中乳酸値が高いということは疲労の「原因」ではないが，身体の負担度が高いことを意味

し，その「結果」として筋グリコーゲンが低下していないような通常の場合には疲労の 1 つの指

標として利用できる。安静時は 0.5～2 mmol/L である。血中乳酸値が上昇すると血液は酸性化す

る。その結果，緩衝作用が起こり呼気中の二酸化炭素濃度が急激に上昇する。 

 

酸素摂取量，二酸化炭素排出量 [6] 

 酸素摂取量は 1 分間に体内に取り込むことが出来る酸素量であり，二酸化炭素排出量は 1 分間

に体内から排出される二酸化炭素量である。酸素摂取量は，1 回の排出量，心拍数，動静脈血酸

素含有量によって規定される。運動強度をさらに強くしても酸素摂取量がこれ以上多くならない

ときの酸素摂取量を最大酸素摂取量と呼ぶ。最大酸素摂取量は，全身持久力の指標として用いら

れる。酸素摂取量は前記のような要因に規定されるため，最大酸素摂取量を大きくするには，1

回の拍出量を大きくし，運動中の心拍数（最大心拍数）を多くして，動脈血酸素含有量を多くす

るとともに静脈血酸素含有量を多くする必要がある。また酸素摂取量は運動強度が高くなるに従

い直線的に増加する。しかし，ある時点に至ると運動強度をさらに強めても酸素摂取量は増加し

なくなる。血中乳酸濃度は，初期はほぼ一定値を保っているが運動強度が漸増していくと途中か

ら急激に増え始める点がある。血中乳酸濃度の急激な変化に伴い換気量や二酸化炭素排出量も同

様な変化を示す。 
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心拍のゆらぎ指標 [7, 8] 

 心臓の拍動によって振り子の等時性が発見されたという逸話は有名ではあるが，実際には心拍

動は等時的ではない。心電図の RR 間隔は安静仰臥位で標準偏差が 100 ms のオーダーに及ぶこと

が分かっている（測定誤差は 2~3 msec）。Akselrod らは犬の心拍変動時系列のスペクトル解析を行

い，約 0.1 Hz および約 0.3 Hz の周波数帯域に特徴的なピークを発見し，薬理遮断から自律神経の

評価が可能である可能性を発見した研究がおこなわれている。 

 心臓の右心房の上部にあり，筋肉を収縮させるための電気信号を出す洞房結節細胞（ペースメ

ーカー細胞）が同期することで，心臓は一定のリズムで鼓動しているように見える。しかし，詳

細に検討するとゆらぎがあり，このゆらぎはいわゆる 1/f ゆらぎのスペクトル（対数パワーが対数

周波数に反比例するあるいは周波数構造がべき型にスケールされている）となっていることが知

られている。このような 1/f ゆらぎは，生体のみに特徴的な現象ではなく，気温変動，微風速の変

動，レジの人および高速道路の車輌の動きなど，自然界の多くの現象で同様のゆらぎが観測され

ることが知られている。 

 

LF/HF [7, 8] 

 RR 間隔の周波数解析を行い，PSD と周波数の関係にて 0.04~0.15 Hz の周波数帯（約 0.1 Hz の

ピーク）は LF(Low Frequency)と呼ばれ交感神経，副交感神経両方の亢進度を表し,0.15~0.4 Hz の

周波数帯（約 0.3 Hz のピーク）は HF(High Frequency)と呼ばれ副交感神経の亢進度を表すと考え

られている。交感神経の亢進度を表すために LF/HF のように比をとる。 

 

β値 [7, 8] 

 Kobayashi と Musya によって提唱された。彼らはヒトの安静時心拍変動を長時間測定し，その

スペクトルを両対数に表示した。心拍変動のスペクトル解析結果には特徴的なピークは確かに存

在するものの，全体としては「対数パワーが対数周波数に反比例する」といういわゆる 1/f ゆらぎ

のスペクトルをもつことが分かった。今までのスペクトル解析研究ではノイズと考えられていた

部分がべき型にスケーリングされた周波数構造を有していたということになる。その時のべき数

を-β としている。β=1 であれば過去において心拍数が上昇すれば将来下降する可能性が大きくな

るという一種の調節作用がみられるということが言え，β＝2 では過去の増分と未来の増分の積(相

関)が 0 になるということであり，β=3 ならば原点にほとんど復帰しない，つまり βが大きいほど

心拍数をある水準に保つ能力が無くなってきていると言える。 

 RR 間隔の周波数解析結果を下図に示すように，周波数が低い成分ほど，ゆらぎの振幅の自乗で

あるパワースペクトル密度(Power Spectral Density, PSD)は大きく，周波数が高くなるにつれて PSD

は徐々に小さくなる。また，負荷が高くなると PSD の周波数に対する傾き（：累乗近似した傾

き）が変化し，安静時の結果（睡眠時 = 0，座位時 = 1，歩くなどの低負荷活動 = 2 に近づ
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く）が報告されている。ただし，調査した範囲においては，消防活動のような高負荷活動中の β

の変化に注目した検討は殆ど行われていない。本研究では，の算出周波数領域は，0.033 Hz（サ

ンプリング時間の 2 倍の逆数）から 0.4 Hz までとした。 

 

図 A-2 βの定義 
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